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出したケースと，逆に農業分野の主体が福祉分野に進出したケースそれぞれ 事例，農2
福連携を積極的に推進しているを香川県，鳥取県等の地方公共団体等 ヵ所である。8

さらに第 章では，数多くある非営利組織を活用した農村再生・地域活性化の取組の8
中から，高齢者等への配食事業を展開している事例を取り上げ，コミュニティビジネスと

して地域の雇用・所得の創出，生活インフラの整備等を通じた農村地域社会の維持・活性

化にどのようにかかわっているかを明らかにする。分析対象としたのは， 法人や生NPO
協が主体となって配食事業を展開している岩手県の事例および高齢者自身によって配食事

， （ ， ， ）業を展開し 高齢者の食のインフラ形成に寄与している 県 長野県 福岡県 沖縄県3
の事例である。

そして，最後の終章では， 章～ 章までの調査・分析結果を総括し，農村地域社会の1 8
維持・再生に向けた課題と方策を検討する。

注( ）国立社会保障・人口問題研究所（ 『日本の将来推計人口（平成 年 月推計 』による。1 2013 24 1） ）

（ ）総務省地域力創造グループ過疎対策室（ 『過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告2 2011）
書 ， ～ を参照。』 pp51 61

（ ）この研究成果の詳細は，農林水産政策研究所（ 『公的機関の定住対策とＩターン者の実態－島根県の3 2005）

ケーススタディ－ ，ライフスタイルプロジェクト研究資料 第 号を参照。』 2

（ ）この研究成果の詳細は，橋詰登（ 「中山間地域における農業集落の存続要件に関する分析 ，農林水産4 2004） 」

政策研究 第 号，農林水産政策研究所を参照。7

5 2006 -1990-2000（ ） ， （ ）『この研究成果の詳細は 農林水産政策研究所 農業集落の変容が農村地域社会に及ぼす影響

年農業集落調査の構造動態分析 ，行政対応特別研究〔農村集落〕研究資料 第 号を参照。- 1』

（ ）この研究成果の詳細は，農林水産政策研究所（ 『中山間地域における集落間連携の現状と課題 中山間6 2009 -）

地域等直接支払での複数集落１協定に着目して ，行政対応特別研究〔集落間連携〕研究資料を参照。-』

このプロジェクト研究は 社会福祉法人 法人等と連携した農村振興や雇用促進等 農福連携 宿（ ） ，「 ， 」（ ），「7 NPO

泊業等と連携した教育交流による農山漁村振興や地域活性化 （教育交流 「森林・農地資源の管理を担う」 ），

第三セクターの役割と農村活性化効果 （三セク管理 「地域住民等との連携による地域社会や地域資源の」 ），

維持・保全 （地域マネジメント管理 「農村活性化に向けた地域の就業に関する研究 （就業研究）の５つ」 ）， 」

の課題に細分されており，課題ごとに研究成果がとりまとめられている。
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第Ⅰ部 農村地域社会の変容と将来動向に関する統計分析

第１章 農業地域類型別市町村人口の将来推計

－ －旧市町村を中心に

松 久 勉

【 要 旨 】

， ，人口減少・高齢化の進む集落が増加する中で 集落機能の維持および地域資源の維持・管理のため

「複数集落単位」で「基幹集落への諸機能の集約と集落間のネットワーク化」を進めていくような施

策が示されている。本章では 「複数集落単位」の範囲として旧市町村を分析対象とし，農村振興局，

が独自に作成した人口データを用いて，農業地域類型別の人口の現状と今後の姿を明らかにすること

が目的である。

まず， 年時の新市町村範囲を基準とした市町村の人口データを用いて，農業地域類型別人口2000
の長期的な動向をみてみた。 年以降，都市的人口は増加傾向にあるのに対し，平地農業地域は1970

年以降，中間農業地域は 年以降，山間農業地域は一貫して減少となっている。現在の人口2000 1990
動向がこのまま続くと，農村地域では大きく人口が減少すると推計される。

次に，一般に「複数集落単位」の範囲として考えられる「小学校区」と農林水産省が集計単位とし

1950て 旧市町村との関係を明らかにするため 市町村合併の経緯を整理した その結果用いている ， 。 ，

年の市町村に基づく旧市町村は，小学校の運営ができる範囲を基準とした「明治の大合併」により設

置された市町村を基にするところが多いことから，旧市町村と「小学校区」が重なる範囲として捉え

ることができると考えられる。

さらに，農業地域類型別に旧市町村別の現状をみた。旧市町村当たりの集落数には地域類型による

大きな差はないことから，人口の少ない中山間地域の旧市町村では，集落での人口減少が旧市町村の

人口規模を縮小させたと推測される。また， 年の人口動向をみると，人口増加している旧市2000~10
町村は平地農業地域で約 割，中山間地域では 割にも満たず，農村地域の旧市町村のほとんどが人2 1
口減少に直面していることが示された。

今後も 年の動向が続いたと仮定した場合の人口を予測すると，平地農業地域では高齢化2000~10
が進行するものの， 年になってもある程度の人口が維持される旧市町村が多いのに対し，中山2050
間地域では人口規模が非常に小さくなるとともに高齢者が過半を占める旧市町村が多数生じると推測

された。

現状ではある程度の人口規模である中山間地域の旧市町村でも，大幅な人口減とさらなる高齢化が

進行すると見込まれることから，人口の確保対策を早急に講じなければ，旧市町村に施策の対象範囲

を拡大しても，地域の維持が難しいことが明らかとなった。

１．はじめに

農村部の生活基盤である集落の多くは，人口減少と高齢化が進行しており，単独では住

民への生活サービスを提供することが困難になる集落が増加していくと予想されている。

このような状況に対し，農林水産省では，集落機能の維持および地域資源の維持・管理の
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ため 「複数集落単位」で「基幹集落への諸機能の集約と集落間のネットワーク化」を進，

めていく方向を示している 。その中で 「複数集落単位」の範囲については 「小学校区( )1 ， ，

・大字等」と例示し，各地域の実情に応じて決めていくものとしている。ここで例示され

ている「小学校区・大字等」は，歴史的背景を踏まえ，集落より広く市町村より狭い住民

に一体性のある範囲として捉えられている。

集落から「複数集落単位」を施策対象に拡大する要因が，人口減少と高齢化によるもの

であるとするならば 「複数集落」を対象とした人口状況および今後の動向を把握するこ，

とが必要となる。本章では，統計的に把握できる旧市町村を集落より広く市町村より狭い

地域と考え，旧市町村別の人口の現状を示すとともに，将来の動向について推計すること

を目的とする。なお，旧市町村別の人口データを用いる場合には，以下のような問題があ

るので，その対応方法について述べておきたい。

。 ，旧市町村は農林水産省が独自に集計単位として用いている地域範囲 である このため( )2

（ ， 「 」）他省庁で作成したデータ 例えば 人口データの基礎的な統計である総務省の 国勢調査

とは直接的に接続することができない。この問題を解決する方法としては，地域メッシュ

統計（緯度・経度に基づき地域を隙間なく網の目（メッシュ）の区域に分けて，それぞれ

の区域に関する統計データを編成したもの）として作成された国勢調査結果と旧市町村の

地図データを１つひとつ照合する作業が必要となる。農林水産省農村振興局では，旧市町

村の状況を把握するため， 年と 年についての照合作業を（株） トータ2000 2010 NNGIS
ルサポートに委託して行い，旧市町村別の男女別年齢別人口を推計した 。本章では，こ( )3

のデータに基づいて，人口分析および将来推計を行う。

なおその場合，旧市町村数は 万 千近くもあり，旧市町村を個別に扱うことは合理1 2
的でないことから，旧市町村を各種指標に基づいて類型化し，類型化した地域で比較する

という分析方法をとることとし，農林水産省で用いている農業地域類型区分を使用した。

ところで，農林水産省は 年に制定した「農林統計に用いる区分」の中で 「経済1962 ，

地帯 の区分を行い 都市近郊 平地農村 農山村 山村 を定義した この 経」 ，「 」，「 」，「 」，「 」 。 「

済地帯」は，その類型化の指標として就業人口率や専業農家比率を用いていたため，混住

化や兼業化等の影響により，類型化に用いた指標の基準が現状と大きくかけ離れてしまっ

ていた。この反省を踏まえ， 年農林業センサスでは 「市町村を土地利用的な側面で1990 ，

とらえると宅地率の高い地域，耕地率の高い地域，林野率の高い地域等に類型化され，そ

れぞれの地域が互いに関連しながら，当該市町村に固有の基礎的地域特性を成していると

みられる」 という特徴を反映した市町村区分に改めることになった。この新たな地域区( )4

分を「農業地域類型」と称し， に示した基準により「都市的地域 「平地農業地第1-1表 」，

域 「中間農業地域 「山間農業地域」を定義した。この区分は， 年農業センサス」， 」， 1995
から旧市町村を類型化するものとなったが 「平成の大合併」までは，新市町村単位にも，

類型化が行われていた。このため，農林統計以外でも市町村単位の各種統計を「農業地域

類型」に基づいて集計することが可能であった。このため，中山間地域問題が注目された

年前後から，農業地域類型区分の「中間農業地域」と「山間農業地域」を併せた範2000
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囲を中山間地域と定義し，分析することが一般的になったのである 。本章では，旧市町(5）

村を単位とする農業地域類型区分に基づいて集計されたデータ（主に類型化された旧市町

村の積み上げ値）を用いて分析することとする。

2000 2010 2 10ただし 農村振興局の作成したデータは 年 年の 時点のみなので この， ， ，

， 。年間の動向が それ以前の動向と大きく異なっているかどうかを確認することはできない

このため，過去に遡及できる 年時点の市町村範囲を基準とした新市町村別データを2000
用いて，これまでの農業地域類型別の人口動向を確認しておきたい。

本章の構成は以下のとおりである。

では，これまでの農業地域類型別人口の動向を， 年時点の市町村範囲を基準２． 2000
とした新市町村別データを用いて概観する。 では，小学校区・大字について，明治以３．

降の市町村合併の経緯から整理する。そこから 「複数集落」の範囲として例示されてい，

る「小学校区・大字」と，本章の分析対象である旧市町村との対応関係を明らかにする。

では，農村振興局の作成したデータに基づき，旧市町村の特徴（旧市町村当たりの集４．

落数，人口等）を明らかにする。 では， 年の人口動向に基づいた将来推計５． 2000~10
を行い，農業地域類型別の今後の姿を明らかにする。その際，地域ブロック別の動向につ

いても整理する。

２．農業地域類型別の人口動向と将来の姿

最初に，遡及可能な 年時の新市町村範囲を基準とした農業地域類型別人口 の推2000 ( )6

移をみておきたい。本章で用いる旧市町村別データは 年， 年のみなので，そ2000 2010
れ以前からの動向を把握しておく必要があるからである。

に 年以降について，農業地域類型別人口の集計値の推移を示した。都市第1-2表 1970

地 域 類 型 基     準     指     標

都市的地域

○　可住地に占めるDID面積が5%以上で，人口密度500人以上又はDID人口2万人以上の旧市区町村．

○　可住地に占める宅地等率が60%以上で，人口密度500人以上の旧市区町村．

　　ただし林野率80%以上のものは除く．

平地農業地域

○　耕地率20%以上かつ林野率50%未満の旧市区町村．ただし，傾斜20分の1以上の田と傾斜8度以上

の畑の合計面積の割合が90%以上のものを除く．

○　耕地率20%以上かつ林野率50%以上で，傾斜20分の1以上の田と傾斜8度以上の畑の合計面積の割

合が10%未満の旧市区町村．

○　耕地率20%未満で，「都市的地域」及び「山間農業地域」以外の旧市区町村．

○　耕地率20%以上で，「都市的地域」及び「平地農業地域」以外の旧市区町村．

山間農業地域 ○　林野率80%以上かつ耕地率10%未満の旧市区町村．

注(1) 決定順位は都市的地域→山間農業地域→平地農業地域→中間農業地域の順である．

 　(3) 傾斜は，１筆ごとの耕作面の傾斜ではなく，団地としての地形上の主傾斜をいう．

第1-1表  農業地域類型の基準指標

 　(2) DID（人口集中地区）とは，人口密度約4,000人/k㎡以上の国勢調査基本単位区がいくつか隣接し，合わせて人口5,000人以上

     を有する地区をいう．

中間農業地域
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ため 「複数集落単位」で「基幹集落への諸機能の集約と集落間のネットワーク化」を進，

めていく方向を示している 。その中で 「複数集落単位」の範囲については 「小学校区( )1 ， ，

・大字等」と例示し，各地域の実情に応じて決めていくものとしている。ここで例示され

ている「小学校区・大字等」は，歴史的背景を踏まえ，集落より広く市町村より狭い住民

に一体性のある範囲として捉えられている。
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地域と考え，旧市町村別の人口の現状を示すとともに，将来の動向について推計すること

を目的とする。なお，旧市町村別の人口データを用いる場合には，以下のような問題があ

るので，その対応方法について述べておきたい。

。 ，旧市町村は農林水産省が独自に集計単位として用いている地域範囲 である このため( )2

（ ， 「 」）他省庁で作成したデータ 例えば 人口データの基礎的な統計である総務省の 国勢調査

とは直接的に接続することができない。この問題を解決する方法としては，地域メッシュ

統計（緯度・経度に基づき地域を隙間なく網の目（メッシュ）の区域に分けて，それぞれ

の区域に関する統計データを編成したもの）として作成された国勢調査結果と旧市町村の

地図データを１つひとつ照合する作業が必要となる。農林水産省農村振興局では，旧市町

村の状況を把握するため， 年と 年についての照合作業を（株） トータ2000 2010 NNGIS
ルサポートに委託して行い，旧市町村別の男女別年齢別人口を推計した 。本章では，こ( )3

のデータに基づいて，人口分析および将来推計を行う。

なおその場合，旧市町村数は 万 千近くもあり，旧市町村を個別に扱うことは合理1 2
的でないことから，旧市町村を各種指標に基づいて類型化し，類型化した地域で比較する

という分析方法をとることとし，農林水産省で用いている農業地域類型区分を使用した。
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化や兼業化等の影響により，類型化に用いた指標の基準が現状と大きくかけ離れてしまっ

ていた。この反省を踏まえ， 年農林業センサスでは 「市町村を土地利用的な側面で1990 ，

とらえると宅地率の高い地域，耕地率の高い地域，林野率の高い地域等に類型化され，そ

れぞれの地域が互いに関連しながら，当該市町村に固有の基礎的地域特性を成していると

みられる」 という特徴を反映した市町村区分に改めることになった。この新たな地域区( )4
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類型」に基づいて集計することが可能であった。このため，中山間地域問題が注目された

年前後から，農業地域類型区分の「中間農業地域」と「山間農業地域」を併せた範2000
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囲を中山間地域と定義し，分析することが一般的になったのである 。本章では，旧市町(5）

村を単位とする農業地域類型区分に基づいて集計されたデータ（主に類型化された旧市町

村の積み上げ値）を用いて分析することとする。

2000 2010 2 10ただし 農村振興局の作成したデータは 年 年の 時点のみなので この， ， ，

， 。年間の動向が それ以前の動向と大きく異なっているかどうかを確認することはできない

このため，過去に遡及できる 年時点の市町村範囲を基準とした新市町村別データを2000
用いて，これまでの農業地域類型別の人口動向を確認しておきたい。

本章の構成は以下のとおりである。

では，これまでの農業地域類型別人口の動向を， 年時点の市町村範囲を基準２． 2000
とした新市町村別データを用いて概観する。 では，小学校区・大字について，明治以３．

降の市町村合併の経緯から整理する。そこから 「複数集落」の範囲として例示されてい，

る「小学校区・大字」と，本章の分析対象である旧市町村との対応関係を明らかにする。

では，農村振興局の作成したデータに基づき，旧市町村の特徴（旧市町村当たりの集４．

落数，人口等）を明らかにする。 では， 年の人口動向に基づいた将来推計５． 2000~10
を行い，農業地域類型別の今後の姿を明らかにする。その際，地域ブロック別の動向につ

いても整理する。

２．農業地域類型別の人口動向と将来の姿

最初に，遡及可能な 年時の新市町村範囲を基準とした農業地域類型別人口 の推2000 ( )6

移をみておきたい。本章で用いる旧市町村別データは 年， 年のみなので，そ2000 2010
れ以前からの動向を把握しておく必要があるからである。

に 年以降について，農業地域類型別人口の集計値の推移を示した。都市第1-2表 1970

地 域 類 型 基     準     指     標

都市的地域

○　可住地に占めるDID面積が5%以上で，人口密度500人以上又はDID人口2万人以上の旧市区町村．

○　可住地に占める宅地等率が60%以上で，人口密度500人以上の旧市区町村．

　　ただし林野率80%以上のものは除く．

平地農業地域

○　耕地率20%以上かつ林野率50%未満の旧市区町村．ただし，傾斜20分の1以上の田と傾斜8度以上

の畑の合計面積の割合が90%以上のものを除く．

○　耕地率20%以上かつ林野率50%以上で，傾斜20分の1以上の田と傾斜8度以上の畑の合計面積の割

合が10%未満の旧市区町村．

○　耕地率20%未満で，「都市的地域」及び「山間農業地域」以外の旧市区町村．

○　耕地率20%以上で，「都市的地域」及び「平地農業地域」以外の旧市区町村．

山間農業地域 ○　林野率80%以上かつ耕地率10%未満の旧市区町村．

注(1) 決定順位は都市的地域→山間農業地域→平地農業地域→中間農業地域の順である．

 　(3) 傾斜は，１筆ごとの耕作面の傾斜ではなく，団地としての地形上の主傾斜をいう．

第1-1表  農業地域類型の基準指標

 　(2) DID（人口集中地区）とは，人口密度約4,000人/k㎡以上の国勢調査基本単位区がいくつか隣接し，合わせて人口5,000人以上

     を有する地区をいう．

中間農業地域
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的地域は増加率を低下させながらも，人口増加傾向を示しているのに対し，山間農業地域

2010 1970では 一貫して人口減少傾向が続いている このため 都市的地域では 年には， 。 ，

年を とした指数で と増加しているのに対し，山間農業地域は まで低下し100 134.7 64.9
2000 2010ている 平地農業地域は 年まで増加していたが それ以降は減少に転じており。 ， ， ，

年の人口は 年と同程度になっている。中間農業地域は， 年以降， 万人台1990 1970 1,300
を維持してきたが， 年にそれを下回るようになった。 年以降については，都市2005 2000
的地域以外の地域（以下，農村地域）のすべての地域で減少傾向を示すとともに，減少率

が高まってきている。

次に，各農業地域類型の人口規模階級別の動向を に示した （都市的地域と農第1-3表 。

， ， ）。村地域では人口規模が異なるため 都市的地域だけは 人口規模階級の区分を変えている

都市的地域は， 年から 万人以上の市町村が多く， 年以降は， 万人以上の市1970 1 1980 5
1970 5 1町村が過半を占めている 一方 農村地域をみると 年では どの地域も 千～。 ， ， ， 「

万人」の階層が最も多く， 割前後を占めており，農業地域類型による人口の差は小さか4
った。しかしその後，地域類型により人口規模階級別の割合に差が生じている。

平地農業地域は 「 千～ 万人」の割合が低下 「 ～ 万人」がほぼ横ばいであるの， ，5 1 1 2
に対し 「 千人未満」と「 ～ 万人 「 万人以上」の割合が上昇している。人口が減， 」，5 2 3 3
少している地域と増加している地域に分かれていることがわかる。ただし， 年以降2000
は 「 千人未満」の割合が上昇しており，人口の少ない市町村の割合が高まっている。， 5

中間農業地域では 「 ～ 万人」がほぼ横ばい以外は， 千人以上のすべての階層で， 2 3 5
5 2010割合が低下しており，割合が上昇しているのは「 千人未満」のみである。ただし，

年においても，最も割合の高い階層は「 千～ 万人」のままである。5 1
山間農業地域は， 年時には「 千～ 万人」の割合が最も高かったが， 年以1970 5 1 1980

降は「 千人未満」の割合が最も高くなっている 「 千人未満」の割合は年々上昇して5 5。

おり， 年には 分の を占めるに至っている。 で山間農業地域の人口が大2010 3 2 第1-2表

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年
都市的地域 75,845 83,634 88,507 92,361 95,300 97,327 99,102 100,735 102,159

平地農業地域 9,192 9,308 9,681 9,968 10,091 10,330 10,391 10,283 10,043
中間農業地域 13,775 13,544 13,614 13,635 13,395 13,274 13,018 12,615 12,057
山間農業地域 5,853 5,453 5,258 5,086 4,825 4,639 4,416 4,135 3,798
都市的地域 100.0 110.3 116.7 121.8 125.7 128.3 130.7 132.8 134.7

平地農業地域 100.0 101.3 105.3 108.4 109.8 112.4 113.0 111.9 109.3
中間農業地域 100.0 98.3 98.8 99.0 97.2 96.4 94.5 91.6 87.5
山間農業地域 100.0 93.2 89.8 86.9 82.4 79.3 75.4 70.6 64.9
都市的地域 10.3 5.8 4.4 3.2 2.1 1.8 1.6 1.4

平地農業地域 1.3 4.0 3.0 1.2 2.4 0.6 △ 1.0 △ 2.3

中間農業地域 △ 1.7 0.5 0.1 △ 1.8 △ 0.9 △ 1.9 △ 3.1 △ 4.4

山間農業地域 △ 6.8 △ 3.6 △ 3.3 △ 5.1 △ 3.9 △ 4.8 △ 6.4 △ 8.1

資料：国勢調査．

注．2000年時の市町村単位で集計した（農業地域類型は2006年10月1日公表の基準を用いた）．

実　数
（千人）

1970年
=100

対前調
査年比
（％）

　第1-2表　農業地域類型別人口の推移
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きく減少していることを示したが，大半の市町村が「 千人未満」という人口規模の小さ5
な市町村になっていることが確認できる。

ここまで，農業地域類型別の人口の動向をみてきたが，労働力の動向についても触れて

おきたい。地域を維持するためには，人口だけでなく，実際に就業している（あるいはし

ようとしている）人数も重要である。 に，農業地域類型別の労働力人口（就業者第1-4表

1970＋完全失業者 の動向を示した 総人口 前掲 参照 とこの労働力人口について） 。 （ ）第1-2表

年を とした指数で比較すると， 年ではすべての地域で労働力人口の方が低くな100 2010
っている。この主な低下要因としては，就業率の低い高齢者の割合が高まっていることが

考えられる。農業地域類型別には，中間および山間農業地域では一貫した減少，都市的地

域および平地農業地域では， 年をピークに減少に転じており，すべての地域類型で2000
労働力人口が減少するようになっている。労働力人口割合を比較すると， 年では農1970
家等の自営業者の割合が低い都市的地域の割合が農村地域よりも低かったが，農家割合の

低下 と高齢化の進行等により，その差は縮小している。 年でみると，都市的地域( )7 2010
と農村地域との差は 年よりも小さくなり，山間農業地域については都市的地域を下1970
回っている。

ここまで， 年から 年までの動向を示したが，現在の動向が続いた場合を考1970 2010
える際の検討材料として将来推計を行ってみた。将来推計の方法は，コーホート変化率法

1970年 1980年 1990年 2000年 2010年

合      計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
1万人未満 10.5 6.7 5.8 5.3 5.8
1～5万人 47.2 43.3 40.5 39.5 38.7

5 ～ 10万人 22.2 24.2 26.1 25.3 25.4
10 ～50万人 18.0 23.2 24.9 27.0 26.8
50万人以上 2.0 2.6 2.8 3.0 3.3
合      計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

5千人未満 6.1 6.6 7.8 8.4 11.1
5千～1万人 42.7 37.4 35.4 33.8 34.2
1  ～ 2万人 36.9 38.8 37.1 37.1 34.6
2 ～3万人 7.1 8.9 10.5 10.5 10.0
3万人以上 7.2 8.2 9.2 10.2 10.1
合      計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

5千人未満 10.8 14.8 17.3 21.4 27.5
5千～1万人 40.2 37.4 36.7 35.3 33.2
1  ～ 2万人 31.6 30.1 28.8 27.0 24.5
2 ～3万人 8.4 9.1 9.0 8.8 8.1
3万人以上 9.1 8.7 8.2 7.6 6.7
合      計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

5千人未満 37.8 45.2 51.6 58.3 66.8
5千～1万人 39.8 36.8 32.2 27.9 22.3
1  ～ 2万人 16.4 12.7 11.5 9.7 7.6
2 ～3万人 3.8 3.4 3.4 2.6 2.2
3万人以上 2.3 1.9 1.4 1.5 1.1

資料：国勢調査.

注(1) 対象市町村，農業地域類型は第1-2表と同じ．
    (2) 各類型の市町村数は，都市的が760，平地農業地域が693，中間農業地域が1038，山間農業地域が739．

第1-3表　人口階級別市町村割合の推移（農業地域類型別）
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的地域は増加率を低下させながらも，人口増加傾向を示しているのに対し，山間農業地域

2010 1970では 一貫して人口減少傾向が続いている このため 都市的地域では 年には， 。 ，

年を とした指数で と増加しているのに対し，山間農業地域は まで低下し100 134.7 64.9
2000 2010ている 平地農業地域は 年まで増加していたが それ以降は減少に転じており。 ， ， ，

年の人口は 年と同程度になっている。中間農業地域は， 年以降， 万人台1990 1970 1,300
を維持してきたが， 年にそれを下回るようになった。 年以降については，都市2005 2000
的地域以外の地域（以下，農村地域）のすべての地域で減少傾向を示すとともに，減少率

が高まってきている。

次に，各農業地域類型の人口規模階級別の動向を に示した （都市的地域と農第1-3表 。

， ， ）。村地域では人口規模が異なるため 都市的地域だけは 人口規模階級の区分を変えている

都市的地域は， 年から 万人以上の市町村が多く， 年以降は， 万人以上の市1970 1 1980 5
1970 5 1町村が過半を占めている 一方 農村地域をみると 年では どの地域も 千～。 ， ， ， 「

万人」の階層が最も多く， 割前後を占めており，農業地域類型による人口の差は小さか4
った。しかしその後，地域類型により人口規模階級別の割合に差が生じている。

平地農業地域は 「 千～ 万人」の割合が低下 「 ～ 万人」がほぼ横ばいであるの， ，5 1 1 2
に対し 「 千人未満」と「 ～ 万人 「 万人以上」の割合が上昇している。人口が減， 」，5 2 3 3
少している地域と増加している地域に分かれていることがわかる。ただし， 年以降2000
は 「 千人未満」の割合が上昇しており，人口の少ない市町村の割合が高まっている。， 5

中間農業地域では 「 ～ 万人」がほぼ横ばい以外は， 千人以上のすべての階層で， 2 3 5
5 2010割合が低下しており，割合が上昇しているのは「 千人未満」のみである。ただし，

年においても，最も割合の高い階層は「 千～ 万人」のままである。5 1
山間農業地域は， 年時には「 千～ 万人」の割合が最も高かったが， 年以1970 5 1 1980

降は「 千人未満」の割合が最も高くなっている 「 千人未満」の割合は年々上昇して5 5。

おり， 年には 分の を占めるに至っている。 で山間農業地域の人口が大2010 3 2 第1-2表

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年
都市的地域 75,845 83,634 88,507 92,361 95,300 97,327 99,102 100,735 102,159

平地農業地域 9,192 9,308 9,681 9,968 10,091 10,330 10,391 10,283 10,043
中間農業地域 13,775 13,544 13,614 13,635 13,395 13,274 13,018 12,615 12,057
山間農業地域 5,853 5,453 5,258 5,086 4,825 4,639 4,416 4,135 3,798
都市的地域 100.0 110.3 116.7 121.8 125.7 128.3 130.7 132.8 134.7

平地農業地域 100.0 101.3 105.3 108.4 109.8 112.4 113.0 111.9 109.3
中間農業地域 100.0 98.3 98.8 99.0 97.2 96.4 94.5 91.6 87.5
山間農業地域 100.0 93.2 89.8 86.9 82.4 79.3 75.4 70.6 64.9
都市的地域 10.3 5.8 4.4 3.2 2.1 1.8 1.6 1.4

平地農業地域 1.3 4.0 3.0 1.2 2.4 0.6 △ 1.0 △ 2.3

中間農業地域 △ 1.7 0.5 0.1 △ 1.8 △ 0.9 △ 1.9 △ 3.1 △ 4.4

山間農業地域 △ 6.8 △ 3.6 △ 3.3 △ 5.1 △ 3.9 △ 4.8 △ 6.4 △ 8.1

資料：国勢調査．

注．2000年時の市町村単位で集計した（農業地域類型は2006年10月1日公表の基準を用いた）．

実　数
（千人）

1970年
=100

対前調
査年比
（％）

　第1-2表　農業地域類型別人口の推移

- 9 -

きく減少していることを示したが，大半の市町村が「 千人未満」という人口規模の小さ5
な市町村になっていることが確認できる。

ここまで，農業地域類型別の人口の動向をみてきたが，労働力の動向についても触れて

おきたい。地域を維持するためには，人口だけでなく，実際に就業している（あるいはし

ようとしている）人数も重要である。 に，農業地域類型別の労働力人口（就業者第1-4表

1970＋完全失業者 の動向を示した 総人口 前掲 参照 とこの労働力人口について） 。 （ ）第1-2表

年を とした指数で比較すると， 年ではすべての地域で労働力人口の方が低くな100 2010
っている。この主な低下要因としては，就業率の低い高齢者の割合が高まっていることが

考えられる。農業地域類型別には，中間および山間農業地域では一貫した減少，都市的地

域および平地農業地域では， 年をピークに減少に転じており，すべての地域類型で2000
労働力人口が減少するようになっている。労働力人口割合を比較すると， 年では農1970
家等の自営業者の割合が低い都市的地域の割合が農村地域よりも低かったが，農家割合の

低下 と高齢化の進行等により，その差は縮小している。 年でみると，都市的地域( )7 2010
と農村地域との差は 年よりも小さくなり，山間農業地域については都市的地域を下1970
回っている。

ここまで， 年から 年までの動向を示したが，現在の動向が続いた場合を考1970 2010
える際の検討材料として将来推計を行ってみた。将来推計の方法は，コーホート変化率法

1970年 1980年 1990年 2000年 2010年

合      計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
1万人未満 10.5 6.7 5.8 5.3 5.8
1～5万人 47.2 43.3 40.5 39.5 38.7

5 ～ 10万人 22.2 24.2 26.1 25.3 25.4
10 ～50万人 18.0 23.2 24.9 27.0 26.8
50万人以上 2.0 2.6 2.8 3.0 3.3
合      計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

5千人未満 6.1 6.6 7.8 8.4 11.1
5千～1万人 42.7 37.4 35.4 33.8 34.2
1  ～ 2万人 36.9 38.8 37.1 37.1 34.6
2 ～3万人 7.1 8.9 10.5 10.5 10.0
3万人以上 7.2 8.2 9.2 10.2 10.1
合      計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

5千人未満 10.8 14.8 17.3 21.4 27.5
5千～1万人 40.2 37.4 36.7 35.3 33.2
1  ～ 2万人 31.6 30.1 28.8 27.0 24.5
2 ～3万人 8.4 9.1 9.0 8.8 8.1
3万人以上 9.1 8.7 8.2 7.6 6.7
合      計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

5千人未満 37.8 45.2 51.6 58.3 66.8
5千～1万人 39.8 36.8 32.2 27.9 22.3
1  ～ 2万人 16.4 12.7 11.5 9.7 7.6
2 ～3万人 3.8 3.4 3.4 2.6 2.2
3万人以上 2.3 1.9 1.4 1.5 1.1

資料：国勢調査.

注(1) 対象市町村，農業地域類型は第1-2表と同じ．
    (2) 各類型の市町村数は，都市的が760，平地農業地域が693，中間農業地域が1038，山間農業地域が739．
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を用いた。これは，基準となる年齢層について，次期の増減率（今回は男女別 歳階級5
別に計算）を過去（ここでは 年）の動向に基づき，この増減率が今後とも継2005~2010

0~4 15~49続すると仮定して 推計したものである また 歳人口については 出産可能年齢， 。 ， ，

歳の女子に対する 歳人口の割合（こども女性比）が今後とも継続すると仮定し ，出0~4 (8）

生男女比は女子 人に対し，男子 人とした。100 105
以上の仮定の下で，農業地域類型別に人口の将来推計を行った結果が である。第1-1図

年以降，減少傾向を示している農村地域では， 年以降も減少傾向が続くことが2000 2010

1970年 1980年 1990年 2000年 2010年

都市的地域 37,904 42,296 48,757 51,439 50,392
平地農業地域 4,973 5,053 5,298 5,559 5,266
中間農業地域 7,383 7,122 7,008 6,829 6,150
山間農業地域 3,061 2,761 2,532 2,270 1,891
都市的地域 100.0 111.6 128.6 135.7 132.9

平地農業地域 100.0 101.6 106.5 111.8 105.9
中間農業地域 100.0 96.5 94.9 92.5 83.3
山間農業地域 100.0 90.2 82.7 74.2 61.8
都市的地域 65.5 62.9 62.7 60.8 57.5

平地農業地域 71.8 67.5 65.3 63.3 60.6
中間農業地域 71.3 66.9 64.3 61.5 58.4
山間農業地域 70.5 66.4 63.7 59.6 56.0

資料：国勢調査

注(1)  対象市町村，農業地域類型は第1-2表と同じ．
    (2)  労働力人口＝就業者+完全失業者．
  　(3)  労働力人口割合は，15歳以上人口に対する労働力人口の割合．

実   数
（千人）

1970年

=100

労働力
人口割合

（％）

　第1-4表　農業地域類型別労働力人口の推移

資料：国勢調査．

注(1)  推計方法は本文を参照．

　 (2)  人口には年齢不詳も含まれる．

　 (3)  実勢値は実線，推計値は点線とした．
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示された。一方，都市的地域では 年までは増加するものの，その後は減少すると予2015
測される。すでに全国人口が減少に転じる中で，都市的地域も減少に転じることを示して

いる。その一方，農村地域では，農業地域類型別に減少の度合いは異なるものの，ほぼ直

線的に減少していくと予想される。

次に，労働力人口の推計結果を示したのが， である。労働力人口の推計は，先第1-5表

に行った男女別年齢別人口の推計結果と年齢別の労働力人口比率を乗じる方法を用いた。

ここでは，男女別の年齢階級別の労働力人口割合が 年のまま変わらないと仮定して2010
いる。推計結果をみると，どの地域も大きく減少していくことが示されている。総人口で

は緩やかな減少を示す都市的地域でも，労働力人口は大きく減少すると予想される。農村

地域でも， 年には， 年を とした指数で平地農業地域が ，中間農業地2050 1990 100 52.2
域が ，山間農業地域 まで低下すると見込まれる。37.6 20.7

労働力人口割合には表から明らかのように明確な男女差がある（その理由として女子に

は専業主婦が一定程度存在すること，高齢化が男子よりも進行していることなどがあげら

）。 ， ， 。れる このため 男女別にみていくと 男子では平地農業地域がどの時期でも最も高い

都市的地域と中間農業地域はほぼ平地農業地域をやや下回る水準で推移しているのに対

し，山間農業地域だけが大きく割合を低下させている。女子についても，山間農業地域の

。 ，低下度合いが他の 地域よりも大きい 山間農業地域は人口が大きく減少するとともに3
労働力就業割合も大きく低下しており，他地域よりも労働力人口の減少が著しい。

人口の減少以上に労働力人口が減少していくことは，より一層の労働力の不足を招くこ

とになるので，高齢者でも就業希望のある者を活用する施策や，女子の労働力割合を上昇

させる施策が重要であることを示している。

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
都市的地域 50,392 48,356 45,815 41,916 37,869

平地農業地域 5,266 4,648 4,006 3,361 2,768
中間農業地域 6,150 5,173 4,236 3,376 2,636
山間農業地域 1,891 1,448 1,065 757 524
都市的地域 103.4 99.2 94.0 86.0 77.7

平地農業地域 99.4 87.7 75.6 63.5 52.2
中間農業地域 87.8 73.8 60.4 48.2 37.6
山間農業地域 74.7 57.2 42.0 29.9 20.7
都市的地域 68.9 66.0 64.9 63.3 61.6

平地農業地域 72.2 68.4 66.2 64.8 63.3
中間農業地域 70.1 66.4 63.9 62.4 61.0
山間農業地域 68.2 64.2 60.9 58.7 56.8
都市的地域 46.7 44.1 42.5 40.9 39.8

平地農業地域 49.9 46.5 44.1 42.0 40.8
中間農業地域 47.9 44.4 42.0 40.0 38.7
山間農業地域 45.2 41.2 38.3 35.8 34.3

資料：国勢調査．

注(1)  対象市町村，農業地域類型は第1-2表と同じ．
    (2)  労働力人口＝就業者+完全失業者．

　(3)  労働力人口割合は，15歳以上人口に対する労働力人口の割合．

実    数
（千人）

1990年=100

女子労働力
人口割合

（％）

男子労働力
人口割合

（％）

　第1-5表　農業地域類型別労働力人口の将来推計
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を用いた。これは，基準となる年齢層について，次期の増減率（今回は男女別 歳階級5
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歳の女子に対する 歳人口の割合（こども女性比）が今後とも継続すると仮定し ，出0~4 (8）

生男女比は女子 人に対し，男子 人とした。100 105
以上の仮定の下で，農業地域類型別に人口の将来推計を行った結果が である。第1-1図

年以降，減少傾向を示している農村地域では， 年以降も減少傾向が続くことが2000 2010
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平地農業地域 71.8 67.5 65.3 63.3 60.6
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注(1)  対象市町村，農業地域類型は第1-2表と同じ．
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示された。一方，都市的地域では 年までは増加するものの，その後は減少すると予2015
測される。すでに全国人口が減少に転じる中で，都市的地域も減少に転じることを示して

いる。その一方，農村地域では，農業地域類型別に減少の度合いは異なるものの，ほぼ直

線的に減少していくと予想される。

次に，労働力人口の推計結果を示したのが， である。労働力人口の推計は，先第1-5表

に行った男女別年齢別人口の推計結果と年齢別の労働力人口比率を乗じる方法を用いた。

ここでは，男女別の年齢階級別の労働力人口割合が 年のまま変わらないと仮定して2010
いる。推計結果をみると，どの地域も大きく減少していくことが示されている。総人口で

は緩やかな減少を示す都市的地域でも，労働力人口は大きく減少すると予想される。農村

地域でも， 年には， 年を とした指数で平地農業地域が ，中間農業地2050 1990 100 52.2
域が ，山間農業地域 まで低下すると見込まれる。37.6 20.7

労働力人口割合には表から明らかのように明確な男女差がある（その理由として女子に

は専業主婦が一定程度存在すること，高齢化が男子よりも進行していることなどがあげら

）。 ， ， 。れる このため 男女別にみていくと 男子では平地農業地域がどの時期でも最も高い

都市的地域と中間農業地域はほぼ平地農業地域をやや下回る水準で推移しているのに対

し，山間農業地域だけが大きく割合を低下させている。女子についても，山間農業地域の

。 ，低下度合いが他の 地域よりも大きい 山間農業地域は人口が大きく減少するとともに3
労働力就業割合も大きく低下しており，他地域よりも労働力人口の減少が著しい。

人口の減少以上に労働力人口が減少していくことは，より一層の労働力の不足を招くこ

とになるので，高齢者でも就業希望のある者を活用する施策や，女子の労働力割合を上昇

させる施策が重要であることを示している。
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３．これまでの町村合併の推移と旧市町村

， 「 」 ，「 」農林水産省では 農村政策の対象と考える 複数集落単位 として 小学校区・大字

を例示しているが，今回の分析対象の旧市町村とはどのような関係にあるのだろうか。こ

こでは，わが国の市町村制の推移から，旧市町村と「小学校区・大字」の関係を整理した

い。

に，明治期以降の市町村数の推移を示した。市町村数が大きく減少した時期を第1-6表

みると，明治 年の市制町村制の施行に伴う合併（以下，明治の大合併 ，昭和 年の22 28）

町村合併促進法による合併（以下，昭和の大合併 ，平成 ～ 年の市町村合併の特例） 16 17
等に関する法律に基づく合併（以下，平成の大合併）と，合併推進施策の実施により市町

村数が減少してきた。

まず 「明治の大合併」であるが，その経緯について，横道（ ）では「明治の大合， 2007
併は，この近代的な市町村法の施行に先立って，近代的な地方自治体・行政単位としての

市町村を作り上げるために行われたものである。それまでの町村（当時，市はなかった）

は，基本的には江戸時代の村落共同体のままであり， 戸以下の小規模な町村が 割近100 7
くを占めていた。これでは，戸籍や徴税等の仕事，中でも義務教育である小学校の設置・

管理を任せることができない。そのため， 戸から 戸を標準規模として，全国的300 500
な町村合併が行われたのである」とまとめている 。加えて，横道は 「明治の大合併」(9) ，

の特徴として 「この明治の大合併は，法律に基づく強制合併ではない。各府県独自の計，

画と判断に任す形がとられた。すなわち，内務大臣の訓令（命令）に基づき，各府県の地

方長官（当時の知事は，内務省の官吏であった）が，住民の意見等も踏まえた上で案を作

， 。 ， ，成し 内務大臣の認可を得ることにより行われたものである ただし わずか１年の間で

これだけの大合併が行われたことからすると，実質的には強制合併に近いものがあったの

ではないかと思われる」と指摘している。

市制町村制が施行されてから終戦直後の昭和 年までは，市の数が増加する一方，町22
。 ， 「 ，村数は 分の まで減少している 町村数が減少した理由について 横道は それらは3 2

次の３つのタイプに整理できる。第 に，組合町村の解消に伴う合併である。明治の大1

（単位：市町村数）　　

市 町 村 合 計 市町村合併に関する主な施策

明治21年 － （71，314）

明治22年 39 15,859 市制町村制施行（明治22年4月1日）

大正11年 91 1,242 10,982 12,315
昭和22年 8月 210 1,784 8,511 10,505
昭和28年10月 286 1,966 7,616 9,868 町村合併促進法施行（昭和28年10月1日）

昭和36年 6月 556 1,935 981 3,472
平成11年 4月 671 1,990 568 3,229
平成22年 4月 786 757 184 1,727 市町村の合併の特例等に関する法律施行（平成16年

5月26日）期間は17年度末まで

資料：総務省HP（http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html）

（71，314）

15,820

第1-6表　市町村数の推移
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合併においては，地理的条件や歴史的対立等特別の事情から合併が困難な場合 には，( )10

数町村が連合して組合町村を作ることが認められていた。そのような組合町村が，時間の

経過とともに解消され，組合を構成していた町村が合併して１つの市町村になっていった

のである。第 は，都市化の進展に伴う合併である。戦前における経済社会の発展に伴2
い都市化が進展する中で，都市の区域拡大のために合併が行われた。特に，東京市（当時

は，東京都の特別区の区域に東京市があった ，大阪市，横浜市，名古屋市，京都市など）

大都市部において行われた。第 は，戦時体制強化のための合併である。戦争遂行や国3
防体制強化のため，強制的に市域拡大が行われた。典型的なものとしては，国防上重要な

海軍基地があった佐世保市，横須賀市，徳山市および舞鶴市等があげられる」と整理して

いる。

次に 「昭和の大合併」について横道は 「戦後の地方制度においては，市町村の役割，，

が強化され，中学校の設置・管理，消防，社会福祉等は市町村が担うものとされた。昭和

， 。の大合併は この新しい役割に対応できる市町村を作り上げるために行われたものである

特に，市町村にとっては，中学校の運営が大きな負担となった。そのため，中学校の設置

・管理を効率的に行うために必要とされた人口規模である約 人以上を標準として，8,000
全国的に市町村の合併が進められたのである。明治の大合併が小学校を運営できる市町村

を作り上げるためのものであったとすれば，昭和の大合併は，新しく義務教育となった中

学校の運営を行うことができる市町村を作り上げるためのものであったということができ

る」とまとめている 「明治の大合併」の標準規模を人口に換算すると，当時の 戸当た。 1
り人数が 人程度に基づき，人口規模で ～ 千人程度となる。明治期以降の人口増加322.5
を考えると， 人という基準を満たすには，当時の市町村が２つか３つ合併すること8,000
により達成される規模であったと推測される。実際，市町村数は 分の に減少してい3 1
る。

以上のような合併の経緯からわかるように 「複数集落」の範囲としての「小学校区」，

は 「明治の大合併」でできた町村および組合町村 として明治期にまとめられた地域に， ( )11

基づくものと言える。

一方 「大字」は江戸時代の村落共同体（いわゆる藩政村）に対してつけられた住居表，

示である 。ただし，現在の集落の範囲と比較すると 「大字」の中に複数の集落がある( )12 ，

場合が多く 「複数集落」の範囲として 「大字」の場合もあると考えられる 。( ) ( )13 14，，

，， ，」「ところで 今回の分析対象とする旧市町村は 昭和 年 月時点の市町村 であり25 1
「昭和の大合併」の実施が検討される中で，時系列的に比較できる地域区分として定めら

れたものである。 で示した動向を踏まえると，昭和 年の市町村は「明治の大第1-6表 25
合併」およびその後の組合町村での合併により設置された市町村，つまり「小学校区」を

単位とする地域におおむね該当すると考えられる。以上から，旧市町村の動向は 「複数，

集落」として例示された「小学校区」の動向とみなして分析可能であると言えよう。
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３．これまでの町村合併の推移と旧市町村

， 「 」 ，「 」農林水産省では 農村政策の対象と考える 複数集落単位 として 小学校区・大字

を例示しているが，今回の分析対象の旧市町村とはどのような関係にあるのだろうか。こ

こでは，わが国の市町村制の推移から，旧市町村と「小学校区・大字」の関係を整理した

い。

に，明治期以降の市町村数の推移を示した。市町村数が大きく減少した時期を第1-6表

みると，明治 年の市制町村制の施行に伴う合併（以下，明治の大合併 ，昭和 年の22 28）

町村合併促進法による合併（以下，昭和の大合併 ，平成 ～ 年の市町村合併の特例） 16 17
等に関する法律に基づく合併（以下，平成の大合併）と，合併推進施策の実施により市町

村数が減少してきた。

まず 「明治の大合併」であるが，その経緯について，横道（ ）では「明治の大合， 2007
併は，この近代的な市町村法の施行に先立って，近代的な地方自治体・行政単位としての

市町村を作り上げるために行われたものである。それまでの町村（当時，市はなかった）

は，基本的には江戸時代の村落共同体のままであり， 戸以下の小規模な町村が 割近100 7
くを占めていた。これでは，戸籍や徴税等の仕事，中でも義務教育である小学校の設置・

管理を任せることができない。そのため， 戸から 戸を標準規模として，全国的300 500
な町村合併が行われたのである」とまとめている 。加えて，横道は 「明治の大合併」(9) ，

の特徴として 「この明治の大合併は，法律に基づく強制合併ではない。各府県独自の計，

画と判断に任す形がとられた。すなわち，内務大臣の訓令（命令）に基づき，各府県の地

方長官（当時の知事は，内務省の官吏であった）が，住民の意見等も踏まえた上で案を作

， 。 ， ，成し 内務大臣の認可を得ることにより行われたものである ただし わずか１年の間で

これだけの大合併が行われたことからすると，実質的には強制合併に近いものがあったの

ではないかと思われる」と指摘している。

市制町村制が施行されてから終戦直後の昭和 年までは，市の数が増加する一方，町22
。 ， 「 ，村数は 分の まで減少している 町村数が減少した理由について 横道は それらは3 2

次の３つのタイプに整理できる。第 に，組合町村の解消に伴う合併である。明治の大1

（単位：市町村数）　　

市 町 村 合 計 市町村合併に関する主な施策

明治21年 － （71，314）

明治22年 39 15,859 市制町村制施行（明治22年4月1日）

大正11年 91 1,242 10,982 12,315
昭和22年 8月 210 1,784 8,511 10,505
昭和28年10月 286 1,966 7,616 9,868 町村合併促進法施行（昭和28年10月1日）

昭和36年 6月 556 1,935 981 3,472
平成11年 4月 671 1,990 568 3,229
平成22年 4月 786 757 184 1,727 市町村の合併の特例等に関する法律施行（平成16年

5月26日）期間は17年度末まで

資料：総務省HP（http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html）

（71，314）

15,820

第1-6表　市町村数の推移
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合併においては，地理的条件や歴史的対立等特別の事情から合併が困難な場合 には，( )10

数町村が連合して組合町村を作ることが認められていた。そのような組合町村が，時間の

経過とともに解消され，組合を構成していた町村が合併して１つの市町村になっていった

のである。第 は，都市化の進展に伴う合併である。戦前における経済社会の発展に伴2
い都市化が進展する中で，都市の区域拡大のために合併が行われた。特に，東京市（当時

は，東京都の特別区の区域に東京市があった ，大阪市，横浜市，名古屋市，京都市など）

大都市部において行われた。第 は，戦時体制強化のための合併である。戦争遂行や国3
防体制強化のため，強制的に市域拡大が行われた。典型的なものとしては，国防上重要な

海軍基地があった佐世保市，横須賀市，徳山市および舞鶴市等があげられる」と整理して

いる。

次に 「昭和の大合併」について横道は 「戦後の地方制度においては，市町村の役割，，

が強化され，中学校の設置・管理，消防，社会福祉等は市町村が担うものとされた。昭和

， 。の大合併は この新しい役割に対応できる市町村を作り上げるために行われたものである

特に，市町村にとっては，中学校の運営が大きな負担となった。そのため，中学校の設置

・管理を効率的に行うために必要とされた人口規模である約 人以上を標準として，8,000
全国的に市町村の合併が進められたのである。明治の大合併が小学校を運営できる市町村

を作り上げるためのものであったとすれば，昭和の大合併は，新しく義務教育となった中

学校の運営を行うことができる市町村を作り上げるためのものであったということができ

る」とまとめている 「明治の大合併」の標準規模を人口に換算すると，当時の 戸当た。 1
り人数が 人程度に基づき，人口規模で ～ 千人程度となる。明治期以降の人口増加322.5
を考えると， 人という基準を満たすには，当時の市町村が２つか３つ合併すること8,000
により達成される規模であったと推測される。実際，市町村数は 分の に減少してい3 1
る。

以上のような合併の経緯からわかるように 「複数集落」の範囲としての「小学校区」，

は 「明治の大合併」でできた町村および組合町村 として明治期にまとめられた地域に， ( )11

基づくものと言える。

一方 「大字」は江戸時代の村落共同体（いわゆる藩政村）に対してつけられた住居表，

示である 。ただし，現在の集落の範囲と比較すると 「大字」の中に複数の集落がある( )12 ，

場合が多く 「複数集落」の範囲として 「大字」の場合もあると考えられる 。( ) ( )13 14，，

，， ，」「ところで 今回の分析対象とする旧市町村は 昭和 年 月時点の市町村 であり25 1
「昭和の大合併」の実施が検討される中で，時系列的に比較できる地域区分として定めら

れたものである。 で示した動向を踏まえると，昭和 年の市町村は「明治の大第1-6表 25
合併」およびその後の組合町村での合併により設置された市町村，つまり「小学校区」を

単位とする地域におおむね該当すると考えられる。以上から，旧市町村の動向は 「複数，

集落」として例示された「小学校区」の動向とみなして分析可能であると言えよう。
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４．旧市町村の状況

旧市町村単位での人口推計を行う前に，旧市町村の状況について，簡単に触れておきた

い。

まず，１つの新市町村当たりの旧

第1市町村数についてみておきたい。

「 」-6表で示したように 平成の大合併

が実施された結果，市町村総数が大

きく減少している 「平成の大合併」。

前後の旧市町村数を示した を第1-7表

2000 3 1みると， 年時には，約 分の

が旧市町村と一致しており，旧市町

，村２つで構成されたものを加えると

2000ほぼ半数を占めていた つまり。 ，

年時であれば，新市町村単位に類型

化を行ったとしても，旧市町村単位

に近い結果が得られていたと考えら

。 ， ，れる ところが 年時でみると2010
町村部の ないし の市町村は半分1 2
以下となる（ 年時でも旧市町村2010
のままの市町村を調べると，北海道

）。 ，と沖縄県で過半を占めている 一方

以上の旧市町村により構成された10
2010市が急増している。この結果，

年時の新市町村データでは，多様な

旧市町村の状況が見えにくくなって

しまったのである。なお，町村にお

いては旧市町村数の割合に大きな変

化がないが，これは合併時に周辺市

に統合されたり，新設の市になった

りしたことで，市に変わった町村が

多いことによるものと考えられる。

次に， 旧市町村当たりの集落数を1
みたのが， である。地域類型第1-8表

別に比較してみると，集落数の分布

について，地域類型間の差はそれほ

総  数 市・区 町  村 総  数 市・区 町  村

合  計 3,368 810 2,558 100.0 100.0 100.0
1 1,049 172 877 31.1 21.2 34.3
2 626 80 546 18.6 9.9 21.3
3 518 66 452 15.4 8.1 17.7
4 384 58 326 11.4 7.2 12.7
5 252 66 186 7.5 8.1 7.3

6～10 430 262 168 12.8 32.3 6.6
11～20 93 90 3 2.8 11.1 0.1
21～30 11 11 0 0.3 1.4 0.0
31以上 5 5 0 0.1 0.6 0.0
合  計 1,927 956 971 100.0 100.0 100.0

1 515 158 357 26.7 16.5 36.8
2 269 81 188 14.0 8.5 19.4
3 192 65 127 10.0 6.8 13.1
4 153 57 96 7.9 6.0 9.9
5 124 57 67 6.4 6.0 6.9

6～10 340 228 112 17.6 23.8 11.5
11～20 241 217 24 12.5 22.7 2.5
21～30 68 68 0 3.5 7.1 0.0
31以上 25 25 0 1.3 2.6 0.0

 資料：農村振興局調べ.

第1-7表 市町村当たりの旧市町村数

2
0
0
0
年
時
の
市
区
町
村

実      数 割      合  （％）

2
0
1
0
年
時
の
市
区
町
村

旧市町村数

（単位：市町村数，％，集落数）　

総     数
都 市 的

地     域

平      地

農業地域

中     間

農業地域

山     間

農業地域

11,601 3,006 2,956 3,568 2,071
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1 4.2 6.3 3.5 4.1 2.6
2～4 10.7 11.7 10.5 10.5 9.7
5～7 17.8 19.0 19.1 17.0 15.5

8～10 18.3 17.2 20.6 17.7 17.4
11～13 14.7 13.3 15.7 14.6 15.2
14～16 10.7 9.6 11.1 10.7 11.5
17～19 6.9 6.0 6.6 6.6 9.2
20～24 7.3 5.9 5.8 8.5 9.5
25～29 3.8 3.8 3.0 3.9 4.8
30～39 3.0 3.0 1.9 3.5 3.4
40～49 1.0 1.3 0.7 1.3 0.6
50～99 1.4 2.0 1.4 1.5 0.5

100以上 0.3 0.8 0.2 0.2 0.0
13 14 12 13 13
7 6 7 10 10

 資料：農村振興局調べ.

 注.集落のない市町村（都市的地域のみ）は,集落数を１とした．

平均値

最頻値

構
成
比

％

旧市町村数

第1-8表　農業集落数別旧市町村割合
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ど大きくないことがわかる。平均

値をみると，総数では 集落であ13
り，各地域類型の平均は総数とほ

とんど同じである（平地農業地域

はやや少ない 。最頻値をみると，）

中間農業地域，山間農業地域の集

落数が とやや多い。これは，規10
模の小さな集落が多い中山間地域

では 「明治の大合併」で示された，

規模にするために多数の集落が合

併する必要があったからではない

かと推測される。

さらに，人口規模階級別の旧市

町村割合をみたのが である第1-9表

（都市的地域と農村地域では人口

規模が異なるため，都市的地域だ

けは，人口規模階級の区分を変え

ている 。 年の割合をみると，都市的地域では，人口規模「 ～ 万人」の旧市町村） 310102
割合が最も高く 「 千～ 万人」を加えると過半を占める。また 「 千人未満」の小規，， 515
模な旧市町村が も存在する。一方，平地農業地域では「 ～ 千人 ，中間農業地53%5.51 」

では， ～ 年間の人口の増減率により分類した旧市町村割合を示し第1-10表 2000 2010
た（人口が増加傾向にある都市的地域と減少傾向に農村地域で増減率の区分を分けて表示

している 。都市的地域では，増加している旧市町村が を占めており，増加と減少） 53.8%
の市町村がほぼ同数となっている。その中で， 年間で「 以上増加」の旧市町村が10 10%
16.2% 21.5%もある 一方 農村地域では 増加している旧市町村の割合が平地農業地域で。 ， ，

と都市的地域の半分以下に過ぎず，中間および山間農業地域に至っては 割にも満たな1
い。両地域では過半が 以上の人口減少となっており，特に山間農業地域は「 以%02%01
上減少」の旧市町村が 割近くを占めている。このように中山間地域では，この 年間014
に人口が大きく減少した旧市町村がかなり多いことが確認できる。

以上から，旧市町村の状況をまとめておきたい。 旧市町村当たりの集落数では，地域1
類型による差は小さく 「明治の大合併」の時に示された人口規模に応じて集落が合併し，

（単位：市町村数，％）　

2000年 2010年
旧市町村数 3,006 3,006
合　　　計 100.0 100.0

5千人未満 15.1 15.5
5千～1万人 21.1 20.3
1 ～  3万人 36.9 36.9
3 ～  5万人 9.9 9.9
5 ～10万人 9.4 9.5
10万人以上 7.5 7.9

2000年 2010年 2000年 2010年 2000年 2010年
旧市町村数 2,956 2,956 3,566 3,568 2,070 2,071
合　　　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1千人未満 7.0 7.7 16.1 21.0 31.2 40.1
1 ～ 2千人 14.5 17.7 26.3 27.6 32.0 30.9
2 ～ 3千人 20.7 21.3 19.9 18.2 17.0 13.0
3 ～ 5千人 30.0 27.5 19.4 17.5 12.7 10.5
5千～1万人 22.6 20.7 13.6 11.4 5.6 4.1
1万人以上 5.2 5.1 4.7 4.2 1.6 1.4

  資料：農村振興局調べ．

 注．2000年の中間農業地域および山間農業地域では，東京都三宅村を除外．

第1-9表　人口階級別旧市町村割合

都市的地域

平地農業地域 中間農業地域 山間農業地域

域では，「1 ～ 2 千人」，山間農業地域では「 1 千人未満」の割合が最も高い。「明治の大

合併」が2～3千人程度の規模を標準としていたことから，平地農業地域では人口がやや

増加，中間および山間農業地域では減少したと推測される。また，平地農業地域では，

2000年と2010年の割合に大きな差はみられないが，山間農業地域では「１千人未満」の割

合が大きく上昇している。人口減少が続いている同地域では，以前よりも人口規模が小さ

くなった旧市町村が多いことを示している。
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４．旧市町村の状況

旧市町村単位での人口推計を行う前に，旧市町村の状況について，簡単に触れておきた

い。

まず，１つの新市町村当たりの旧

第1市町村数についてみておきたい。

「 」-6表で示したように 平成の大合併

が実施された結果，市町村総数が大

きく減少している 「平成の大合併」。

前後の旧市町村数を示した を第1-7表

2000 3 1みると， 年時には，約 分の

が旧市町村と一致しており，旧市町

，村２つで構成されたものを加えると

2000ほぼ半数を占めていた つまり。 ，

年時であれば，新市町村単位に類型

化を行ったとしても，旧市町村単位

に近い結果が得られていたと考えら

。 ， ，れる ところが 年時でみると2010
町村部の ないし の市町村は半分1 2
以下となる（ 年時でも旧市町村2010
のままの市町村を調べると，北海道

）。 ，と沖縄県で過半を占めている 一方

以上の旧市町村により構成された10
2010市が急増している。この結果，

年時の新市町村データでは，多様な

旧市町村の状況が見えにくくなって

しまったのである。なお，町村にお

いては旧市町村数の割合に大きな変

化がないが，これは合併時に周辺市

に統合されたり，新設の市になった

りしたことで，市に変わった町村が

多いことによるものと考えられる。

次に， 旧市町村当たりの集落数を1
みたのが， である。地域類型第1-8表

別に比較してみると，集落数の分布

について，地域類型間の差はそれほ

総  数 市・区 町  村 総  数 市・区 町  村

合  計 3,368 810 2,558 100.0 100.0 100.0
1 1,049 172 877 31.1 21.2 34.3
2 626 80 546 18.6 9.9 21.3
3 518 66 452 15.4 8.1 17.7
4 384 58 326 11.4 7.2 12.7
5 252 66 186 7.5 8.1 7.3

6～10 430 262 168 12.8 32.3 6.6
11～20 93 90 3 2.8 11.1 0.1
21～30 11 11 0 0.3 1.4 0.0
31以上 5 5 0 0.1 0.6 0.0
合  計 1,927 956 971 100.0 100.0 100.0

1 515 158 357 26.7 16.5 36.8
2 269 81 188 14.0 8.5 19.4
3 192 65 127 10.0 6.8 13.1
4 153 57 96 7.9 6.0 9.9
5 124 57 67 6.4 6.0 6.9

6～10 340 228 112 17.6 23.8 11.5
11～20 241 217 24 12.5 22.7 2.5
21～30 68 68 0 3.5 7.1 0.0
31以上 25 25 0 1.3 2.6 0.0

 資料：農村振興局調べ.

第1-7表 市町村当たりの旧市町村数

2
0
0
0
年
時
の
市
区
町
村

実      数 割      合  （％）

2
0
1
0
年
時
の
市
区
町
村

旧市町村数

（単位：市町村数，％，集落数）　

総     数
都 市 的

地     域

平      地

農業地域

中     間

農業地域

山     間

農業地域

11,601 3,006 2,956 3,568 2,071
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1 4.2 6.3 3.5 4.1 2.6
2～4 10.7 11.7 10.5 10.5 9.7
5～7 17.8 19.0 19.1 17.0 15.5

8～10 18.3 17.2 20.6 17.7 17.4
11～13 14.7 13.3 15.7 14.6 15.2
14～16 10.7 9.6 11.1 10.7 11.5
17～19 6.9 6.0 6.6 6.6 9.2
20～24 7.3 5.9 5.8 8.5 9.5
25～29 3.8 3.8 3.0 3.9 4.8
30～39 3.0 3.0 1.9 3.5 3.4
40～49 1.0 1.3 0.7 1.3 0.6
50～99 1.4 2.0 1.4 1.5 0.5

100以上 0.3 0.8 0.2 0.2 0.0
13 14 12 13 13
7 6 7 10 10

 資料：農村振興局調べ.

 注.集落のない市町村（都市的地域のみ）は,集落数を１とした．

平均値

最頻値

構
成
比

％

旧市町村数

第1-8表　農業集落数別旧市町村割合
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ど大きくないことがわかる。平均

値をみると，総数では 集落であ13
り，各地域類型の平均は総数とほ

とんど同じである（平地農業地域

はやや少ない 。最頻値をみると，）

中間農業地域，山間農業地域の集

落数が とやや多い。これは，規10
模の小さな集落が多い中山間地域

では 「明治の大合併」で示された，

規模にするために多数の集落が合

併する必要があったからではない

かと推測される。

さらに，人口規模階級別の旧市

町村割合をみたのが である第1-9表

（都市的地域と農村地域では人口

規模が異なるため，都市的地域だ

けは，人口規模階級の区分を変え

ている 。 年の割合をみると，都市的地域では，人口規模「 ～ 万人」の旧市町村） 310102
割合が最も高く 「 千～ 万人」を加えると過半を占める。また 「 千人未満」の小規，， 515
模な旧市町村が も存在する。一方，平地農業地域では「 ～ 千人 ，中間農業地53%5.51 」

では， ～ 年間の人口の増減率により分類した旧市町村割合を示し第1-10表 2000 2010
た（人口が増加傾向にある都市的地域と減少傾向に農村地域で増減率の区分を分けて表示

している 。都市的地域では，増加している旧市町村が を占めており，増加と減少） 53.8%
の市町村がほぼ同数となっている。その中で， 年間で「 以上増加」の旧市町村が10 10%
16.2% 21.5%もある 一方 農村地域では 増加している旧市町村の割合が平地農業地域で。 ， ，

と都市的地域の半分以下に過ぎず，中間および山間農業地域に至っては 割にも満たな1
い。両地域では過半が 以上の人口減少となっており，特に山間農業地域は「 以%02%01
上減少」の旧市町村が 割近くを占めている。このように中山間地域では，この 年間014
に人口が大きく減少した旧市町村がかなり多いことが確認できる。

以上から，旧市町村の状況をまとめておきたい。 旧市町村当たりの集落数では，地域1
類型による差は小さく 「明治の大合併」の時に示された人口規模に応じて集落が合併し，

（単位：市町村数，％）　

2000年 2010年
旧市町村数 3,006 3,006
合　　　計 100.0 100.0

5千人未満 15.1 15.5
5千～1万人 21.1 20.3
1 ～  3万人 36.9 36.9
3 ～  5万人 9.9 9.9
5 ～10万人 9.4 9.5
10万人以上 7.5 7.9

2000年 2010年 2000年 2010年 2000年 2010年
旧市町村数 2,956 2,956 3,566 3,568 2,070 2,071
合　　　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1千人未満 7.0 7.7 16.1 21.0 31.2 40.1
1 ～ 2千人 14.5 17.7 26.3 27.6 32.0 30.9
2 ～ 3千人 20.7 21.3 19.9 18.2 17.0 13.0
3 ～ 5千人 30.0 27.5 19.4 17.5 12.7 10.5
5千～1万人 22.6 20.7 13.6 11.4 5.6 4.1
1万人以上 5.2 5.1 4.7 4.2 1.6 1.4

  資料：農村振興局調べ．

 注．2000年の中間農業地域および山間農業地域では，東京都三宅村を除外．

第1-9表　人口階級別旧市町村割合

都市的地域

平地農業地域 中間農業地域 山間農業地域

域では，「1 ～ 2 千人」，山間農業地域では「 1 千人未満」の割合が最も高い。「明治の大

合併」が2～3千人程度の規模を標準としていたことから，平地農業地域では人口がやや

増加，中間および山間農業地域では減少したと推測される。また，平地農業地域では，

2000年と2010年の割合に大きな差はみられないが，山間農業地域では「１千人未満」の割

合が大きく上昇している。人口減少が続いている同地域では，以前よりも人口規模が小さ

くなった旧市町村が多いことを示している。
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たと推測された。また，前掲 に示した新市町村の人口規模が 年時点では農第1-3表 1970
，」「 「 」村地域のどの地域類型でも 千～ 万人 の割合が最も高いことから 昭和の大合併5 1

07918時の人口基準である 千人に沿った市町村合併により設置された市町村の人口は，

年頃まではほぼ維持されていたと推測される。その後，平地農業地域では，人口が増加す

る旧市町村が多数みられたのに対し，中間および山間農業地域では，人口規模の小さな旧

市町村の割合が急速に高まり，農業地域類型別の人口規模に大きな差が生じたと考えられ

る。

５．農業地域類型別旧市町村人口の将来推計

（１）推計方法

前掲 で新市町村に基づく農業地域類型別人口を示したが，集計値を用いたもの第1-1図

であり，個別の市町村については行っていない。しかし， ， からわ前掲第1-9表 第1-10表

かるように，同一の地域類型であっても様々な市町村があり，個別に見ていくことも必要

。，，。である そのため 旧市町村別人口については 個々の市町村ごとに推計することとした

ここでの推計方法は，新市町村の推計と同様にコーホート変化率法を用いて計算した。

10 100 5 2000 2010具体的には 歳から 歳以上までの 歳階級については 年の各年齢層と，，

年の 歳加齢した年齢層の増減率がこれからも一定で推移すると仮定して，推計を行っ10
た（農村振興局のデータは 歳以上であったため，新市町村の各農業地域類型別のデー85
タから 歳以上の 歳階級ごとの割合を計算し，その割合で分割した。また， 歳以001558

4~00010102090002上は 年の 歳以上と 年の 歳以上の増減率により計算した さらに）， 。 ，

歳， 歳については， 年のこども女性比（出産可能年齢（ 歳）女子に対す94~5101029~5
る割合）を計算し，今後も一定であると仮定した。出生男女比は，女子 人に対し男100
子 人とした。105

また，旧市町村ごとに推計を行っているが，人口の少ない市町村では増減率が大きすぎ

（単位：旧市町村数，％）　

都市的地域 平地農業地域 中間農業地域 山間農業地域

070,2665,3659,2700,3
0.0010.0010.0010.001

5％以上 22.9 20％以上 2.4 15.3 38.5
5％未満 23.2 10～20％ 31.0 46.4 46.5
5％未満 22.9 5～10％ 26.4 19.0 9.2
5～10％ 14.7 5％未満 18.7 9.8 3.5
10％以上 3.25.95.122.61

  資料：農村振興局調べ．

  注．中間農業地域およ山間農業地域では，東京都三宅村を除外．

第1-10表　人口変動率別旧市町村数割合 （2000～10年）

旧市町村数 旧市町村数

減
少 減 

  
少

増 
加

増　　　加

- 17 -

るため，極端な値をとる推計結果となる。このため，年齢別増減率や出産可能年齢の女子

に対する子供の割合については，都道府県ごとに集計した値を用いている（ただし， 万1
1人以上の市町村は人口が多いので，個別に推計を行った。農村地域の都道府県の値は

万人未満のみで計算 。つまり，現在の人口構成は各旧市町村特有のものであるが，変化）

については都道府県で同一と仮定して計算した。

なお，推計結果については，個々の旧市町村ではなく，集計値および人口階級・高齢化

率で分類した数値を示している。これは，原データ（旧市町村別人口）が推計値であるこ

と，増減率を都道府県単位に用いていること等から，かなりラフな推計結果とならざるを

得ず，個別の旧市町村の結果については分析することが困難であると考えたからである。

（２）推計結果

に推計結果を示し第1-11表

た。都市的地域が緩やかな減少

にとどまっているのに対し，農

村地域では減少率が高く，しか

も実数である減少数はやや縮小

するものの，母数が大きく減少

しているため，減少率は上昇す

。 ，る傾向にある このような結果

年には， 年を と2050 2010 100
した指数で平地農業地域が

，中間農業地域が ，山61.2 49.6
間農業地域が まで低下する34.0
と見込まれる。また， 歳以上65
比率（以下，高齢化割合）は，

全地域でその割合を大きく上昇させている。人口減少が緩やかな都市的地域であっても，

年には現在の山間農業地域と同程度の割合にまで上昇すると予想され，山間農業地2050
域では過半が 歳以上になるという結果が示されている。人口減少とともに高齢化もよ65
り深刻な状況になると予想される。

次に，農業地域類型別に人口規模階級別および高齢化割合別の旧市町村割合についてみ

ていきたい。

まず， に都市的地域の推計結果を示した。人口規模階級別にみると， 万人以第1-12表 1
上の各階級で割合が緩やかに低下し 「 千人未満」の割合が上昇している。都市的地域， 5
においても，人口減少により人口規模が縮小する地域が生じることを示している。高齢化

割合については， 年では 「 ～ 」が 割以上を占める一方， 以上の階級2010 20 30% 6 30%，

を合計しても 割にも満たない。今後は，高齢化が進行し， 年には 「 ～ 」1 2030 20 30%，

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

都市的地域 99,779 98,678 94,405 88,637 82,816
平地農業地域 12,077 11,184 9,988 8,656 7,385
中間農業地域 11,177 9,837 8,345 6,863 5,540
山間農業地域 3,857 3,116 2,411 1,802 1,310
都市的地域 100.0 98.9 94.6 88.8 83.0

平地農業地域 100.0 92.6 82.7 71.7 61.2
中間農業地域 100.0 88.0 74.7 61.4 49.6
山間農業地域 100.0 80.8 62.5 46.7 34.0
都市的地域  1.1  4.3  6.1  6.6

平地農業地域  7.4  10.7  13.3  14.7
中間農業地域  12.0  15.2  17.8  19.3
山間農業地域  19.2  22.6  25.2  27.3
都市的地域 21.4 26.6 28.0 31.6 33.1

平地農業地域 26.0 32.9 35.5 37.9 40.0
中間農業地域 29.8 36.8 39.8 42.2 44.2
山間農業地域 34.8 42.3 46.1 48.9 51.1

 資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

注：今回の人口推計では,年齢不詳を除いたため、各地域の合計は全国値とは異なる．

実　数
（千人）

増減率
（％）

65歳以

上比率
（％）

第１－11表　農業地域類型別の将来人口（旧市町村別）

2010年
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市町村の割合が急速に高まり，農業地域類型別の人口規模に大きな差が生じたと考えられ

る。

５．農業地域類型別旧市町村人口の将来推計

（１）推計方法
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るため，極端な値をとる推計結果となる。このため，年齢別増減率や出産可能年齢の女子
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次に，農業地域類型別に人口規模階級別および高齢化割合別の旧市町村割合についてみ

ていきたい。

まず， に都市的地域の推計結果を示した。人口規模階級別にみると， 万人以第1-12表 1
上の各階級で割合が緩やかに低下し 「 千人未満」の割合が上昇している。都市的地域， 5
においても，人口減少により人口規模が縮小する地域が生じることを示している。高齢化

割合については， 年では 「 ～ 」が 割以上を占める一方， 以上の階級2010 20 30% 6 30%，

を合計しても 割にも満たない。今後は，高齢化が進行し， 年には 「 ～ 」1 2030 20 30%，

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

都市的地域 99,779 98,678 94,405 88,637 82,816
平地農業地域 12,077 11,184 9,988 8,656 7,385
中間農業地域 11,177 9,837 8,345 6,863 5,540
山間農業地域 3,857 3,116 2,411 1,802 1,310
都市的地域 100.0 98.9 94.6 88.8 83.0

平地農業地域 100.0 92.6 82.7 71.7 61.2
中間農業地域 100.0 88.0 74.7 61.4 49.6
山間農業地域 100.0 80.8 62.5 46.7 34.0
都市的地域  1.1  4.3  6.1  6.6

平地農業地域  7.4  10.7  13.3  14.7
中間農業地域  12.0  15.2  17.8  19.3
山間農業地域  19.2  22.6  25.2  27.3
都市的地域 21.4 26.6 28.0 31.6 33.1

平地農業地域 26.0 32.9 35.5 37.9 40.0
中間農業地域 29.8 36.8 39.8 42.2 44.2
山間農業地域 34.8 42.3 46.1 48.9 51.1

 資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

注：今回の人口推計では,年齢不詳を除いたため、各地域の合計は全国値とは異なる．

実　数
（千人）

増減率
（％）

65歳以

上比率
（％）

第１－11表　農業地域類型別の将来人口（旧市町村別）

2010年
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と「 ～ ％」で を占めるようになる。さらに， 年には「 ～ 」の割30 40 86.2% 2050 40 50%
合も と高まるが， ％を超える旧市町村は少ない。26.3% 50

人口階級と高齢化割合をクロスしてみると， 年にはどの人口階級でも高齢化割合2010
「 」 ， 。は ～ ％ の旧市町村が多く 人口規模による高齢化状況の差はあまりみられない20 30

年， 年では，人口規模の小さい階級で高齢化割合がより高くなっている。小規2030 2050
模な市町村ほど高齢化が進むことを示しているが，最も小さな人口規模である「 千人未5
満」でも， 年に高齢者が過半を占めるような旧市町村は少ない。2050

次に，平地農業地域について示したのが， である。人口階級規模別の動向をみ第1-13表

ると， 人以上の階級で割合が低下し， 人未満の階級の割合が上昇している。3,000 2,000
2050 1,000 2,000 31.8% 500年には ～ 人 が と最も多くなるが 人口規模が最も小さな，「 」 ， 「

1 2010 20 30人未満 の旧市町村は 割にも満たない 高齢化割合については 年では ～」 。 ， ，「

％」が と最も多い。 年には「 ～ ％」が最も多くなり， 年になると63.4% 2030 30 40 2050
「 ～ ％」が最も多い階層と， 年で高齢化割合が 程度上昇する旧市町村が多40 50 20 10%
いことがうかがわれる。ただし，都市的地域と同様に， 年でも高齢化割合が ％2050 50
を超える旧市町村は少ない。

2010 2,000 30人口階級と高齢化割合をクロスしてみると 年では 人未満の各階級は， ， 「

～ 」がやや多く， 人以上の各階級では「 ～ 」の旧市町村で多くなって40% 2,000 20 30%
2030 2,000おり，人口規模階級による高齢化割合の差がみられる。しかし 年になると，

30 40% 2,000 30 40 40人以上では ～ の旧市町村が最も多く 人未満では ～ ％ と「 」 ， 「 」 「

（単位：％）

合　　計 20％未満 20～30 30～40 40～50 50～60 60％以上

合　　　計 100.0 28.5 63.8 7.1 0.5 0.1 0.0
5千人未満 15.5 2.7 8.8 3.6 0.4 0.1 0.0
5千～1万人 20.3 3.8 14.4 2.0 0.1 0.0 0.0
1  ～ 3万人 36.9 11.5 24.3 1.1 0.0 0.0 0.0
3  ～ 5万人 9.9 3.9 5.8 0.2 0.0 0.0 0.0
5 ～10万人 9.5 3.7 5.7 0.1 0.0 0.0 0.0
10万人以上 7.9 2.9 4.8 0.1 0.0 0.0 0.0
合　　　計 100.0 3.4 42.3 43.9 9.0 1.2 0.2

5千人未満 18.7 0.3 3.8 8.3 5.1 1.1 0.1
5千～1万人 20.9 0.5 6.0 12.0 2.4 0.1 0.0
1  ～ 3万人 34.0 1.4 15.9 15.4 1.3 0.1 0.0
3  ～ 5万人 10.1 0.6 5.3 4.1 0.1 0.0 0.0
5 ～10万人 8.8 0.4 5.9 2.3 0.2 0.0 0.0
10万人以上 7.5 0.2 5.5 1.8 0.0 0.0 0.0
合　　　計 100.0 0.6 17.7 49.8 26.3 4.6 1.0

5千人未満 26.8 0.0 1.7 8.5 12.0 3.6 1.0
5千～1万人 20.4 0.2 2.5 10.0 7.0 0.7 0.0
1  ～ 3万人 29.8 0.1 6.9 17.1 5.3 0.3 0.0
3  ～ 5万人 8.7 0.1 2.3 5.3 1.0 0.0 0.0
5 ～10万人 8.3 0.0 2.2 5.3 0.8 0.0 0.0
10万人以上 6.0 0.1 2.2 3.5 0.3 0.0 0.0

　資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

　注．都市的地域総数に対する割合を示した．
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第1-12表　都市的地域の人口階級別および高齢化割合別旧市町村数割合の推移

- 19 -

～ 」がほぼ同数となっており，人口階級のすべての階級で高齢化割合の階層が左に50%
ずれている。また， 年では， 人未満のすべての階級で「 ～ ％」の旧市2050 5,000 40 50
町村が最も多くなっている。高齢化割合の階層の刻みが と大きいため，１つの階層10%
にかたまりやすくなっていることもあるが，平地農業地域では人口規模による高齢化の差

は小さいと言える。

， 。 「 」第1-14表は 中間農業地域について示した 年では人口階級 ～ 人2010 1,000 2,000
10% 2,000の旧市町村がやや多いものの，各階級とも 前後の割合を示している。今後は，

人以上の階級の旧市町村割合が低下し 「 ～ 人」の割合も 年以降は低下， 1,000 2,000 2030
すると予測される。その一方， 年には しかなかった 人未満の旧市町村2010 21.1% 1,000
が 年には過半を占めるようになる。特に 「 人未満」が を占めており，2050 500 30.0%，

人口規模が著しく縮小する旧市町村が多いことを示している。高齢化割合については，

年時点で「 ～ ％」が過半を占め， 年以降は「 ～ ％」が最も多い階2010 30 40 2030 40 50
層となる。都市的地域や平地農業地域では割合の低かった高齢化割合 ％以上の旧市町50
村が 近くに達すると見込まれる。30%

2010 3,000 20人口階級と高齢化割合をクロスしてみると 年では 人以上の階級では， ， 「

」 ， 「 」 ，～ が 人未満の階級では ～ ％ の階層の割合が最も多くなっており30% 3,000 30 40
人口規模の小さい旧市町村で高齢化が進んでいる。 年になると 「 人以上」以2030 5,000，

外は，すべて「 ～ ％」の階層が最も多く 「 人未満」では過半の旧市町村が高40 50 500，

50% 2050 5,000 40 50齢化割合 を超えることになる また 年には 人未満の全階級で ～。 ， ， 「

（単位：％）

合   計 20％未満 20～30 30～40 40～50 50～60 60％以上

合      計 100.0 6.1 63.4 29.0 1.0 0.3 0.1
500人未満 4.3 0.2 2.2 1.7 0.1 0.1 0.0

500～1,000人 3.5 0.1 1.5 1.5 0.2 0.1 0.1
1,000～2,000 17.7 0.3 8.3 8.5 0.5 0.0 0.0
2,000～3,000 21.3 0.5 12.4 8.1 0.2 0.0 0.0
3,000～5,000 27.5 1.0 20.4 6.1 0.1 0.0 0.0
5,000人以上 25.8 3.9 18.6 3.2 0.0 0.0 0.0

合      計 100.0 0.3 7.2 60.9 30.2 1.1 0.4
500人未満 5.0 0.0 0.2 2.1 2.1 0.2 0.3

500～1,000人 6.8 0.0 0.1 2.4 3.8 0.4 0.0
1,000～2,000 25.9 0.1 0.5 12.7 12.3 0.2 0.1
2,000～3,000 20.8 0.0 1.0 13.8 6.0 0.1 0.0
3,000～5,000 24.7 0.0 1.6 18.5 4.4 0.1 0.0
5,000人以上 16.8 0.1 3.7 11.4 1.6 0.0 0.0

合      計 100.0 0.0 0.8 27.6 67.5 3.9 0.2
500人未満 8.2 0.0 0.0 2.0 4.9 1.0 0.2

500～1,000人 15.8 0.0 0.0 3.1 11.6 1.1 0.0
1,000～2,000 31.8 0.0 0.0 8.6 22.3 0.9 0.0
2,000～3,000 20.6 0.0 0.0 5.3 15.0 0.3 0.0
3,000～5,000 14.5 0.0 0.0 4.4 9.8 0.3 0.0
5,000人以上 9.0 0.0 0.7 4.2 3.9 0.2 0.0

　資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

　注．平地農業地域総数に対する割合を示した．
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と「 ～ ％」で を占めるようになる。さらに， 年には「 ～ 」の割30 40 86.2% 2050 40 50%
合も と高まるが， ％を超える旧市町村は少ない。26.3% 50

人口階級と高齢化割合をクロスしてみると， 年にはどの人口階級でも高齢化割合2010
「 」 ， 。は ～ ％ の旧市町村が多く 人口規模による高齢化状況の差はあまりみられない20 30

年， 年では，人口規模の小さい階級で高齢化割合がより高くなっている。小規2030 2050
模な市町村ほど高齢化が進むことを示しているが，最も小さな人口規模である「 千人未5
満」でも， 年に高齢者が過半を占めるような旧市町村は少ない。2050

次に，平地農業地域について示したのが， である。人口階級規模別の動向をみ第1-13表

ると， 人以上の階級で割合が低下し， 人未満の階級の割合が上昇している。3,000 2,000
2050 1,000 2,000 31.8% 500年には ～ 人 が と最も多くなるが 人口規模が最も小さな，「 」 ， 「

1 2010 20 30人未満 の旧市町村は 割にも満たない 高齢化割合については 年では ～」 。 ， ，「

％」が と最も多い。 年には「 ～ ％」が最も多くなり， 年になると63.4% 2030 30 40 2050
「 ～ ％」が最も多い階層と， 年で高齢化割合が 程度上昇する旧市町村が多40 50 20 10%
いことがうかがわれる。ただし，都市的地域と同様に， 年でも高齢化割合が ％2050 50
を超える旧市町村は少ない。

2010 2,000 30人口階級と高齢化割合をクロスしてみると 年では 人未満の各階級は， ， 「

～ 」がやや多く， 人以上の各階級では「 ～ 」の旧市町村で多くなって40% 2,000 20 30%
2030 2,000おり，人口規模階級による高齢化割合の差がみられる。しかし 年になると，

30 40% 2,000 30 40 40人以上では ～ の旧市町村が最も多く 人未満では ～ ％ と「 」 ， 「 」 「

（単位：％）

合　　計 20％未満 20～30 30～40 40～50 50～60 60％以上

合　　　計 100.0 28.5 63.8 7.1 0.5 0.1 0.0
5千人未満 15.5 2.7 8.8 3.6 0.4 0.1 0.0
5千～1万人 20.3 3.8 14.4 2.0 0.1 0.0 0.0
1  ～ 3万人 36.9 11.5 24.3 1.1 0.0 0.0 0.0
3  ～ 5万人 9.9 3.9 5.8 0.2 0.0 0.0 0.0
5 ～10万人 9.5 3.7 5.7 0.1 0.0 0.0 0.0
10万人以上 7.9 2.9 4.8 0.1 0.0 0.0 0.0
合　　　計 100.0 3.4 42.3 43.9 9.0 1.2 0.2

5千人未満 18.7 0.3 3.8 8.3 5.1 1.1 0.1
5千～1万人 20.9 0.5 6.0 12.0 2.4 0.1 0.0
1  ～ 3万人 34.0 1.4 15.9 15.4 1.3 0.1 0.0
3  ～ 5万人 10.1 0.6 5.3 4.1 0.1 0.0 0.0
5 ～10万人 8.8 0.4 5.9 2.3 0.2 0.0 0.0
10万人以上 7.5 0.2 5.5 1.8 0.0 0.0 0.0
合　　　計 100.0 0.6 17.7 49.8 26.3 4.6 1.0

5千人未満 26.8 0.0 1.7 8.5 12.0 3.6 1.0
5千～1万人 20.4 0.2 2.5 10.0 7.0 0.7 0.0
1  ～ 3万人 29.8 0.1 6.9 17.1 5.3 0.3 0.0
3  ～ 5万人 8.7 0.1 2.3 5.3 1.0 0.0 0.0
5 ～10万人 8.3 0.0 2.2 5.3 0.8 0.0 0.0
10万人以上 6.0 0.1 2.2 3.5 0.3 0.0 0.0

　資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

　注．都市的地域総数に対する割合を示した．
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～ 」がほぼ同数となっており，人口階級のすべての階級で高齢化割合の階層が左に50%
ずれている。また， 年では， 人未満のすべての階級で「 ～ ％」の旧市2050 5,000 40 50
町村が最も多くなっている。高齢化割合の階層の刻みが と大きいため，１つの階層10%
にかたまりやすくなっていることもあるが，平地農業地域では人口規模による高齢化の差

は小さいと言える。

， 。 「 」第1-14表は 中間農業地域について示した 年では人口階級 ～ 人2010 1,000 2,000
10% 2,000の旧市町村がやや多いものの，各階級とも 前後の割合を示している。今後は，

人以上の階級の旧市町村割合が低下し 「 ～ 人」の割合も 年以降は低下， 1,000 2,000 2030
すると予測される。その一方， 年には しかなかった 人未満の旧市町村2010 21.1% 1,000
が 年には過半を占めるようになる。特に 「 人未満」が を占めており，2050 500 30.0%，

人口規模が著しく縮小する旧市町村が多いことを示している。高齢化割合については，

年時点で「 ～ ％」が過半を占め， 年以降は「 ～ ％」が最も多い階2010 30 40 2030 40 50
層となる。都市的地域や平地農業地域では割合の低かった高齢化割合 ％以上の旧市町50
村が 近くに達すると見込まれる。30%

2010 3,000 20人口階級と高齢化割合をクロスしてみると 年では 人以上の階級では， ， 「

」 ， 「 」 ，～ が 人未満の階級では ～ ％ の階層の割合が最も多くなっており30% 3,000 30 40
人口規模の小さい旧市町村で高齢化が進んでいる。 年になると 「 人以上」以2030 5,000，

外は，すべて「 ～ ％」の階層が最も多く 「 人未満」では過半の旧市町村が高40 50 500，

50% 2050 5,000 40 50齢化割合 を超えることになる また 年には 人未満の全階級で ～。 ， ， 「

（単位：％）

合   計 20％未満 20～30 30～40 40～50 50～60 60％以上

合      計 100.0 6.1 63.4 29.0 1.0 0.3 0.1
500人未満 4.3 0.2 2.2 1.7 0.1 0.1 0.0

500～1,000人 3.5 0.1 1.5 1.5 0.2 0.1 0.1
1,000～2,000 17.7 0.3 8.3 8.5 0.5 0.0 0.0
2,000～3,000 21.3 0.5 12.4 8.1 0.2 0.0 0.0
3,000～5,000 27.5 1.0 20.4 6.1 0.1 0.0 0.0
5,000人以上 25.8 3.9 18.6 3.2 0.0 0.0 0.0

合      計 100.0 0.3 7.2 60.9 30.2 1.1 0.4
500人未満 5.0 0.0 0.2 2.1 2.1 0.2 0.3

500～1,000人 6.8 0.0 0.1 2.4 3.8 0.4 0.0
1,000～2,000 25.9 0.1 0.5 12.7 12.3 0.2 0.1
2,000～3,000 20.8 0.0 1.0 13.8 6.0 0.1 0.0
3,000～5,000 24.7 0.0 1.6 18.5 4.4 0.1 0.0
5,000人以上 16.8 0.1 3.7 11.4 1.6 0.0 0.0

合      計 100.0 0.0 0.8 27.6 67.5 3.9 0.2
500人未満 8.2 0.0 0.0 2.0 4.9 1.0 0.2

500～1,000人 15.8 0.0 0.0 3.1 11.6 1.1 0.0
1,000～2,000 31.8 0.0 0.0 8.6 22.3 0.9 0.0
2,000～3,000 20.6 0.0 0.0 5.3 15.0 0.3 0.0
3,000～5,000 14.5 0.0 0.0 4.4 9.8 0.3 0.0
5,000人以上 9.0 0.0 0.7 4.2 3.9 0.2 0.0

　資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

　注．平地農業地域総数に対する割合を示した．
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％」が最も多いことには変わりはないが， 未満の市町村が非常に少なくなる。また，40%
50% 29.1% 1,000 21.6%高齢化割合が を超える旧市町村 のうち 人未満規模の市町村は（ ） ，

と， 分の を占めている。4 3
最後に，山間農業地域についてみてみたい（ 。 年では，人口 人以第1-15表） 2010 2,000

上の階級は全体の 分の 程度しかなく， 人未満の階級で を占めていた。今4 1 1,000 40.1%
後は， 人以上の階級の割合が低下し， 年以降は「 ～ 人」の割合も1,000 2030 500 1,000
減少に転じる。そして， 年には の旧市町村が「 人未満」となる。高齢化2050 62.6% 500

2010 30 40 5 12.8については 年時点で ～ ％ が多く 高齢化割合が 割以上の旧市町村は， 「 」 ，

％となっている。これが， 年になると， の旧市町村で高齢化割合が を超2050 80.9% 50%
えるという結果になる。旧市町村の人口が非常に少なくなるとともに，高齢者が過半を占

めるようになるのである。

人口階級と高齢化割合をクロスしてみると， 年の 人以上の階級では高齢化割2010 500
合「 ～ ％」の階層が最も多く 「 人未満」の階級ではすでに半数近くの旧市町40 50 500，

50% 2030 1,000 50 60村が 以上となっていた。それが 年になると， 人未満の階級で「 ～

％」の階層が最も多くなり，この階級でも過半の旧市町村で高齢化割合が「 以上」と50%
なる。そして， 年では，山間農業地域の全旧市町村の 割以上が「人口 人未2050 7 1,000
満かつ高齢化割合 以上」になると予想される。山間農業地域では，旧市町村単位で50%
みても，人口規模が非常に小さくなるとともに過半が高齢者となる地域が多いことを示し

ている。

（単位：％）

合　　計 20％未満 20～30 30～40 40～50 50～60 60％以上

合      計 100.0 2.1 31.4 49.4 13.5 2.6 1.0
500人未満 8.1 0.3 0.9 2.7 2.4 1.1 0.8

500～1,000人 13.0 0.0 1.2 6.5 4.1 1.0 0.2
1,000～2,000 27.6 0.1 5.2 16.9 5.0 0.3 0.1
2,000～3,000 18.2 0.1 5.9 10.7 1.3 0.2 0.0
3,000～5,000 17.5 0.3 8.7 7.9 0.6 0.0 0.0
5,000人以上 15.6 1.3 9.6 4.6 0.1 0.0 0.0

合      計 100.0 0.2 2.1 23.9 55.5 15.3 3.0
500人未満 15.1 0.1 0.1 0.7 5.8 5.8 2.5

500～1,000人 19.8 0.0 0.1 1.4 12.3 5.5 0.4
1,000～2,000 29.4 0.0 0.2 5.7 20.4 3.2 0.0
2,000～3,000 14.2 0.0 0.2 5.3 8.2 0.6 0.0
3,000～5,000 11.8 0.0 0.3 5.5 5.8 0.1 0.0
5,000人以上 9.7 0.1 1.1 5.3 3.1 0.1 0.0

合      計 100.0 0.1 0.6 4.2 66.0 27.2 1.9
500人未満 30.0 0.1 0.1 0.6 15.1 12.4 1.7

500～1,000人 26.7 0.0 0.0 0.5 18.6 7.5 0.0
1,000～2,000 23.4 0.0 0.1 0.6 17.9 4.7 0.1
2,000～3,000 9.2 0.0 0.1 0.4 7.2 1.5 0.0
3,000～5,000 6.4 0.0 0.0 0.3 5.3 0.7 0.0
5,000人以上 4.3 0.0 0.4 1.7 1.8 0.3 0.1

　資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

　注．中間農業地域総数に対する割合を示した．

2
0
1
0
年

2
0
3
0
年

2
0
5
0
年

第1-14表　中間農業地域の人口階級別および高齢化割合別旧市町村数割合の推移

- 21 -

以上，農業地域類型別に人口規模階級と高齢化割合の今後の状況をみてみたが，農業地

域類型により大きな差があることがわかる。平地農業地域では人口規模が非常に小さくな

る市町村，あるいは高齢者が過半を占めるような市町村は非常に少なく，人口規模による

高齢化割合の差は小さい。それに対し，中間農業地域の一部や山間農業地域の多くは，人

口規模が非常に小さくなるとともに高齢者が過半を占める旧市町村が多数生じると推測さ

れる。

（３）地域ブロック別の旧市町村の状況と将来推計

最後に，地域ブロック別にも触れておきたい。

に，地域ブロック別の旧市町村当たりの集落数と人口を示した。平均集落数を第1-16表

50.8 40.7みると 南九州の都市的地域が 集落と最も多く 次いで北海道の平地農業地域が， ，

集落，南九州の中間農業地域が 集落，同平地農業集落が 集落となり，これら地38.1 35.7
域で 集落を超えている。一方，近畿の全地域，東海の平地および中間農業地域，南関30
東の中間農業地域，東山の平地農業地域，沖縄の中間農業地域の計 地域で 集落に満8 10

。 ， ， 。たない このように 平均集落数は 農業地域類型よりも地域ブロックによる差が大きい

， ， 。 ，他方で平均人口は 平均集落数の多い南九州 北海道で多くなっている それ以外では

北関東，沖縄の農村地域の各地域で全国平均を上回っている。それに対し，近畿，山陰，

山陽，四国では全国平均を下回る地域が多く，特に，山陰は平地農業地域を除いて（最も

（単位：％）

合　　計 20％未満 20～30 30～40 40～50 50～60 60％以上

合      計 100.0 0.4 11.2 46.0 29.6 9.3 3.5
500人未満 16.6 0.1 0.6 2.6 5.6 4.5 3.1

500～1,000人 23.5 0.1 0.4 8.5 10.6 3.4 0.4
1,000～2,000 30.9 0.0 2.6 16.7 10.5 1.2 0.0
2,000～3,000 13.0 0.0 2.2 8.5 2.2 0.1 0.0
3,000～5,000 10.5 0.0 2.7 7.2 0.6 0.0 0.0
5,000人以上 5.5 0.1 2.8 2.5 0.1 0.0 0.0

合      計 100.0 0.0 0.3 4.9 41.8 39.7 13.2
500人未満 34.7 0.0 0.0 0.8 5.9 16.5 11.5

500～1,000人 29.1 0.0 0.1 0.2 12.0 15.2 1.6
1,000～2,000 22.0 0.0 0.1 1.1 13.7 7.0 0.1
2,000～3,000 8.0 0.0 0.0 0.7 6.5 0.8 0.0
3,000～5,000 4.2 0.0 0.0 1.1 2.9 0.2 0.0
5,000人以上 2.0 0.0 0.0 1.0 0.9 0.0 0.0

合      計 100.0 0.0 0.0 0.8 18.2 62.4 18.5
500人未満 62.6 0.0 0.0 0.0 8.2 37.1 17.2

500～1,000人 21.6 0.0 0.0 0.1 4.4 15.9 1.2
1,000～2,000 11.6 0.0 0.0 0.1 2.8 8.6 0.1
2,000～3,000 2.3 0.0 0.0 0.2 1.5 0.6 0.0
3,000～5,000 1.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.2 0.0
5,000人以上 1.0 0.0 0.0 0.3 0.6 0.0 0.0

　資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

　注．山間農業地域総数に対する割合を示した．
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％」が最も多いことには変わりはないが， 未満の市町村が非常に少なくなる。また，40%
50% 29.1% 1,000 21.6%高齢化割合が を超える旧市町村 のうち 人未満規模の市町村は（ ） ，

と， 分の を占めている。4 3
最後に，山間農業地域についてみてみたい（ 。 年では，人口 人以第1-15表） 2010 2,000

上の階級は全体の 分の 程度しかなく， 人未満の階級で を占めていた。今4 1 1,000 40.1%
後は， 人以上の階級の割合が低下し， 年以降は「 ～ 人」の割合も1,000 2030 500 1,000
減少に転じる。そして， 年には の旧市町村が「 人未満」となる。高齢化2050 62.6% 500

2010 30 40 5 12.8については 年時点で ～ ％ が多く 高齢化割合が 割以上の旧市町村は， 「 」 ，

％となっている。これが， 年になると， の旧市町村で高齢化割合が を超2050 80.9% 50%
えるという結果になる。旧市町村の人口が非常に少なくなるとともに，高齢者が過半を占

めるようになるのである。

人口階級と高齢化割合をクロスしてみると， 年の 人以上の階級では高齢化割2010 500
合「 ～ ％」の階層が最も多く 「 人未満」の階級ではすでに半数近くの旧市町40 50 500，

50% 2030 1,000 50 60村が 以上となっていた。それが 年になると， 人未満の階級で「 ～

％」の階層が最も多くなり，この階級でも過半の旧市町村で高齢化割合が「 以上」と50%
なる。そして， 年では，山間農業地域の全旧市町村の 割以上が「人口 人未2050 7 1,000
満かつ高齢化割合 以上」になると予想される。山間農業地域では，旧市町村単位で50%
みても，人口規模が非常に小さくなるとともに過半が高齢者となる地域が多いことを示し

ている。

（単位：％）

合　　計 20％未満 20～30 30～40 40～50 50～60 60％以上

合      計 100.0 2.1 31.4 49.4 13.5 2.6 1.0
500人未満 8.1 0.3 0.9 2.7 2.4 1.1 0.8

500～1,000人 13.0 0.0 1.2 6.5 4.1 1.0 0.2
1,000～2,000 27.6 0.1 5.2 16.9 5.0 0.3 0.1
2,000～3,000 18.2 0.1 5.9 10.7 1.3 0.2 0.0
3,000～5,000 17.5 0.3 8.7 7.9 0.6 0.0 0.0
5,000人以上 15.6 1.3 9.6 4.6 0.1 0.0 0.0

合      計 100.0 0.2 2.1 23.9 55.5 15.3 3.0
500人未満 15.1 0.1 0.1 0.7 5.8 5.8 2.5

500～1,000人 19.8 0.0 0.1 1.4 12.3 5.5 0.4
1,000～2,000 29.4 0.0 0.2 5.7 20.4 3.2 0.0
2,000～3,000 14.2 0.0 0.2 5.3 8.2 0.6 0.0
3,000～5,000 11.8 0.0 0.3 5.5 5.8 0.1 0.0
5,000人以上 9.7 0.1 1.1 5.3 3.1 0.1 0.0

合      計 100.0 0.1 0.6 4.2 66.0 27.2 1.9
500人未満 30.0 0.1 0.1 0.6 15.1 12.4 1.7

500～1,000人 26.7 0.0 0.0 0.5 18.6 7.5 0.0
1,000～2,000 23.4 0.0 0.1 0.6 17.9 4.7 0.1
2,000～3,000 9.2 0.0 0.1 0.4 7.2 1.5 0.0
3,000～5,000 6.4 0.0 0.0 0.3 5.3 0.7 0.0
5,000人以上 4.3 0.0 0.4 1.7 1.8 0.3 0.1

　資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

　注．中間農業地域総数に対する割合を示した．
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以上，農業地域類型別に人口規模階級と高齢化割合の今後の状況をみてみたが，農業地

域類型により大きな差があることがわかる。平地農業地域では人口規模が非常に小さくな

る市町村，あるいは高齢者が過半を占めるような市町村は非常に少なく，人口規模による

高齢化割合の差は小さい。それに対し，中間農業地域の一部や山間農業地域の多くは，人

口規模が非常に小さくなるとともに高齢者が過半を占める旧市町村が多数生じると推測さ

れる。

（３）地域ブロック別の旧市町村の状況と将来推計

最後に，地域ブロック別にも触れておきたい。

に，地域ブロック別の旧市町村当たりの集落数と人口を示した。平均集落数を第1-16表

50.8 40.7みると 南九州の都市的地域が 集落と最も多く 次いで北海道の平地農業地域が， ，

集落，南九州の中間農業地域が 集落，同平地農業集落が 集落となり，これら地38.1 35.7
域で 集落を超えている。一方，近畿の全地域，東海の平地および中間農業地域，南関30
東の中間農業地域，東山の平地農業地域，沖縄の中間農業地域の計 地域で 集落に満8 10

。 ， ， 。たない このように 平均集落数は 農業地域類型よりも地域ブロックによる差が大きい

， ， 。 ，他方で平均人口は 平均集落数の多い南九州 北海道で多くなっている それ以外では

北関東，沖縄の農村地域の各地域で全国平均を上回っている。それに対し，近畿，山陰，

山陽，四国では全国平均を下回る地域が多く，特に，山陰は平地農業地域を除いて（最も

（単位：％）

合　　計 20％未満 20～30 30～40 40～50 50～60 60％以上

合      計 100.0 0.4 11.2 46.0 29.6 9.3 3.5
500人未満 16.6 0.1 0.6 2.6 5.6 4.5 3.1

500～1,000人 23.5 0.1 0.4 8.5 10.6 3.4 0.4
1,000～2,000 30.9 0.0 2.6 16.7 10.5 1.2 0.0
2,000～3,000 13.0 0.0 2.2 8.5 2.2 0.1 0.0
3,000～5,000 10.5 0.0 2.7 7.2 0.6 0.0 0.0
5,000人以上 5.5 0.1 2.8 2.5 0.1 0.0 0.0

合      計 100.0 0.0 0.3 4.9 41.8 39.7 13.2
500人未満 34.7 0.0 0.0 0.8 5.9 16.5 11.5

500～1,000人 29.1 0.0 0.1 0.2 12.0 15.2 1.6
1,000～2,000 22.0 0.0 0.1 1.1 13.7 7.0 0.1
2,000～3,000 8.0 0.0 0.0 0.7 6.5 0.8 0.0
3,000～5,000 4.2 0.0 0.0 1.1 2.9 0.2 0.0
5,000人以上 2.0 0.0 0.0 1.0 0.9 0.0 0.0

合      計 100.0 0.0 0.0 0.8 18.2 62.4 18.5
500人未満 62.6 0.0 0.0 0.0 8.2 37.1 17.2

500～1,000人 21.6 0.0 0.0 0.1 4.4 15.9 1.2
1,000～2,000 11.6 0.0 0.0 0.1 2.8 8.6 0.1
2,000～3,000 2.3 0.0 0.0 0.2 1.5 0.6 0.0
3,000～5,000 1.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.2 0.0
5,000人以上 1.0 0.0 0.0 0.3 0.6 0.0 0.0

　資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

　注．山間農業地域総数に対する割合を示した．
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低い山陽とほぼ同水準）平均人口が最も少ない。

次に，地域ブロック別に推計した結果についてみていきたい 。 に， 年( )15 第1-17表 2030
と 年の人口推計結果を 年を基準とした指数で示した。沖縄については，出生2050 2010
率が高いこと， ， 歳台での増加がみられることにより，すべての地域類型で全国計30 40
を大きく上回り，山間農業地域を除いた 地域では増加あるいは微減となっている。以3
下では，沖縄を除いた地域でみていきたい。

年についてみると，東京一極集中が続いている南関東の都市的地域で を超え2030 100
。 ，る最も高い値となっている 同地域を除き ポイント未満の低下にとどまっているのは10

北関東，東海，近畿，山陽，北九州，南九州のいずれも都市的地域である。農村地域で値

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

全   国 13.5 12.2 13.4 13.1 33,504 4,093 3,134 1,858
北海道 27.2 40.7 24.7 18.0 88,251 8,747 5,843 3,953
東   北 13.3 11.0 12.6 12.6 25,499 3,661 3,326 2,594
北   陸 10.3 10.1 11.1 10.8 15,423 3,279 2,128 1,511
北関東 12.4 12.1 13.3 11.2 20,553 5,197 3,981 2,282
南関東 12.6 11.1 8.8 12.5 62,149 4,317 2,927 1,985
東   山 10.2 8.9 11.6 11.3 12,196 3,906 3,161 2,174
東   海 12.3 9.0 9.6 11.1 26,853 4,191 3,878 1,789
近   畿 9.9 9.9 9.0 9.5 35,997 3,549 2,783 1,530
山   陰 15.6 11.9 14.5 13.4 12,028 2,711 2,262 1,033
山   陽 20.9 12.3 13.8 16.2 23,424 2,681 2,357 1,397
四   国 17.5 13.7 13.3 16.1 16,206 3,393 2,508 1,412
北九州 16.2 12.6 14.1 14.1 31,203 3,840 3,244 1,469
南九州 50.8 35.7 38.1 22.1 65,408 7,514 6,725 3,104
沖   縄 14.8 10.9 9.5 11.8 40,120 5,541 5,435 2,665

資料：農村振興局調べ．

平 均 集 落 数 平 均 人 口     （人）

第1-16表　地域ブロック別の旧市町村当たり平均集落数および人口（2010年）

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

全   国 94.6 82.7 74.7 62.2 83.0 61.2 49.6 33.3
北海道 89.0 76.8 70.0 57.8 69.6 53.2 42.8 28.1
東   北 87.4 78.2 72.6 61.5 70.0 54.1 45.7 32.0
北   陸 88.4 84.6 70.7 64.3 72.5 63.9 44.4 36.8
北関東 92.9 86.4 73.4 57.4 79.9 66.5 45.9 27.3
南関東 100.6 83.2 74.2 66.5 93.6 59.7 47.5 36.4
東   山 89.0 88.5 81.2 67.2 74.0 70.1 59.4 39.4
東   海 95.8 89.9 79.9 63.8 85.6 73.5 56.5 35.3
近   畿 90.3 81.6 76.3 61.9 75.3 59.7 52.2 32.8
山   陰 89.8 78.6 76.7 59.3 75.7 54.2 52.4 30.1
山   陽 91.5 80.1 73.7 62.8 78.9 57.9 48.5 34.1
四   国 85.9 82.8 68.9 58.9 67.6 61.9 40.9 29.7
北九州 93.3 79.4 73.9 59.4 80.6 56.3 48.9 29.7
南九州 91.5 75.6 76.2 67.0 75.8 50.6 53.0 40.7
沖   縄 104.2 96.8 106.5 84.5 99.7 91.9 105.4 65.9

  資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

2030年 2050年

第1-17表　地域ブロック別農業地域類型別人口の推計結果（2010年=100）
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の高いのは平地農業地域であり，半数以上の地域ブロックで を超えている。平地農業80
， 。地域で 未満の地域ブロックは 南九州や北海道といった関東圏から離れた地域である80

， ， ，他方 中山間地域に目を向ければ を超えているのは東山の中間農業地域のみであり80
北海道，北関東，山陰，四国，北九州の山間農業地域では を下回っている。沖縄を除60
けば，どの地域類型でも値の最も高い地域ブロックと最も低い地域ブロックの差は ポ10
イント程度であり，ブロック間の差は，地域類型間の差よりも小さい。また，地域ブロッ

ク内での地域類型による違いをみると，南九州の平地農業地域と中間農業地域を除き，全

地域ブロックで都市的地域＞平地農業地域＞中間農業地域＞山間農業地域という序列にな

っている。以上のことから，人口の変動は，地域ブロック間による地域差よりも農業地域

類型による地域差が強く影響していることがわかる。

なお， 年の数値も示しているが，現状の傾向がこれからも継続するという仮定の2050
推計なので，地域差は変化していない。ただし，人口が大きく減少すると予測される山間

農業地域では，北関東，北海道のように を大きく下回る地域が出現することに留意す30
る必要がある。

， （ ）。 ，さらに 高齢化割合の推計結果も示しておきたい 人口推計結果と同様に第1-18表

沖縄は異なった傾向を示しているので，それ以外の地域ブロックについてみていきたい。

年の高齢化割合は全地域ブロック共通して都市的地域が低いが，最も高い北海道の2030
から最も低い南関東の まで約 ポイントの差がある。また，北陸，北関東，33.9% 26.2% 8

東海，近畿，四国の各平地農業地域では， ％台を維持している。一方，中山間地域，30
特に山間農業地域では，北陸，東山，南九州を除く各ブロックで を超えており，四50%
国で ％と最も高い。高齢化割合も人口推計結果と同様，地域ブロック間の差よりも55.8
農業地域類型間の差が大きい。地域ブロック内での地域類型を比較すると，ほぼすべての

（単位：％）

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

全   国 28.0 35.5 39.8 46.4 33.1 40.0 44.2 51.9
北海道 33.9 37.4 39.8 45.6 40.8 42.3 45.4 52.6
東   北 30.7 37.7 41.6 46.5 35.8 42.2 47.0 52.0
北   陸 30.7 34.5 40.6 44.3 35.4 39.6 44.8 48.2
北関東 28.6 33.6 41.8 49.0 33.2 38.7 48.3 55.1
南関東 26.2 37.1 41.5 47.2 31.9 42.8 46.4 53.6
東   山 30.2 34.3 36.8 42.5 35.3 40.2 42.6 48.7
東   海 26.9 31.3 37.0 45.9 31.3 35.6 41.7 51.0
近   畿 28.8 34.4 38.1 47.0 34.1 39.4 43.3 54.0
山   陰 29.9 37.2 38.4 50.2 33.9 42.6 43.0 55.1
山   陽 28.6 37.3 40.0 47.8 32.2 41.1 44.3 52.3
四   国 31.6 35.6 43.7 50.3 36.4 39.8 49.3 55.8
北九州 29.1 37.0 40.6 49.4 33.5 41.0 43.9 54.8
南九州 30.5 39.6 39.5 43.7 35.1 42.9 41.7 48.2
沖   縄 24.5 31.2 28.8 31.4 29.6 32.7 31.1 38.9

資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

注.高齢化割合とは総人口に占める65歳以上人口の割合．

2030年 2050年

第1-18表　地域ブロック別農業地域類型別高齢化割合の推計結果

−22−

農村再生プロジェクト_本文.indd   22 2015/03/11   13:20



- 22 -

低い山陽とほぼ同水準）平均人口が最も少ない。

次に，地域ブロック別に推計した結果についてみていきたい 。 に， 年( )15 第1-17表 2030
と 年の人口推計結果を 年を基準とした指数で示した。沖縄については，出生2050 2010
率が高いこと， ， 歳台での増加がみられることにより，すべての地域類型で全国計30 40
を大きく上回り，山間農業地域を除いた 地域では増加あるいは微減となっている。以3
下では，沖縄を除いた地域でみていきたい。

年についてみると，東京一極集中が続いている南関東の都市的地域で を超え2030 100
。 ，る最も高い値となっている 同地域を除き ポイント未満の低下にとどまっているのは10

北関東，東海，近畿，山陽，北九州，南九州のいずれも都市的地域である。農村地域で値

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

全   国 13.5 12.2 13.4 13.1 33,504 4,093 3,134 1,858
北海道 27.2 40.7 24.7 18.0 88,251 8,747 5,843 3,953
東   北 13.3 11.0 12.6 12.6 25,499 3,661 3,326 2,594
北   陸 10.3 10.1 11.1 10.8 15,423 3,279 2,128 1,511
北関東 12.4 12.1 13.3 11.2 20,553 5,197 3,981 2,282
南関東 12.6 11.1 8.8 12.5 62,149 4,317 2,927 1,985
東   山 10.2 8.9 11.6 11.3 12,196 3,906 3,161 2,174
東   海 12.3 9.0 9.6 11.1 26,853 4,191 3,878 1,789
近   畿 9.9 9.9 9.0 9.5 35,997 3,549 2,783 1,530
山   陰 15.6 11.9 14.5 13.4 12,028 2,711 2,262 1,033
山   陽 20.9 12.3 13.8 16.2 23,424 2,681 2,357 1,397
四   国 17.5 13.7 13.3 16.1 16,206 3,393 2,508 1,412
北九州 16.2 12.6 14.1 14.1 31,203 3,840 3,244 1,469
南九州 50.8 35.7 38.1 22.1 65,408 7,514 6,725 3,104
沖   縄 14.8 10.9 9.5 11.8 40,120 5,541 5,435 2,665

資料：農村振興局調べ．

平 均 集 落 数 平 均 人 口     （人）

第1-16表　地域ブロック別の旧市町村当たり平均集落数および人口（2010年）

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

全   国 94.6 82.7 74.7 62.2 83.0 61.2 49.6 33.3
北海道 89.0 76.8 70.0 57.8 69.6 53.2 42.8 28.1
東   北 87.4 78.2 72.6 61.5 70.0 54.1 45.7 32.0
北   陸 88.4 84.6 70.7 64.3 72.5 63.9 44.4 36.8
北関東 92.9 86.4 73.4 57.4 79.9 66.5 45.9 27.3
南関東 100.6 83.2 74.2 66.5 93.6 59.7 47.5 36.4
東   山 89.0 88.5 81.2 67.2 74.0 70.1 59.4 39.4
東   海 95.8 89.9 79.9 63.8 85.6 73.5 56.5 35.3
近   畿 90.3 81.6 76.3 61.9 75.3 59.7 52.2 32.8
山   陰 89.8 78.6 76.7 59.3 75.7 54.2 52.4 30.1
山   陽 91.5 80.1 73.7 62.8 78.9 57.9 48.5 34.1
四   国 85.9 82.8 68.9 58.9 67.6 61.9 40.9 29.7
北九州 93.3 79.4 73.9 59.4 80.6 56.3 48.9 29.7
南九州 91.5 75.6 76.2 67.0 75.8 50.6 53.0 40.7
沖   縄 104.2 96.8 106.5 84.5 99.7 91.9 105.4 65.9

  資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

2030年 2050年

第1-17表　地域ブロック別農業地域類型別人口の推計結果（2010年=100）
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の高いのは平地農業地域であり，半数以上の地域ブロックで を超えている。平地農業80
， 。地域で 未満の地域ブロックは 南九州や北海道といった関東圏から離れた地域である80

， ， ，他方 中山間地域に目を向ければ を超えているのは東山の中間農業地域のみであり80
北海道，北関東，山陰，四国，北九州の山間農業地域では を下回っている。沖縄を除60
けば，どの地域類型でも値の最も高い地域ブロックと最も低い地域ブロックの差は ポ10
イント程度であり，ブロック間の差は，地域類型間の差よりも小さい。また，地域ブロッ

ク内での地域類型による違いをみると，南九州の平地農業地域と中間農業地域を除き，全

地域ブロックで都市的地域＞平地農業地域＞中間農業地域＞山間農業地域という序列にな

っている。以上のことから，人口の変動は，地域ブロック間による地域差よりも農業地域

類型による地域差が強く影響していることがわかる。

なお， 年の数値も示しているが，現状の傾向がこれからも継続するという仮定の2050
推計なので，地域差は変化していない。ただし，人口が大きく減少すると予測される山間

農業地域では，北関東，北海道のように を大きく下回る地域が出現することに留意す30
る必要がある。

， （ ）。 ，さらに 高齢化割合の推計結果も示しておきたい 人口推計結果と同様に第1-18表

沖縄は異なった傾向を示しているので，それ以外の地域ブロックについてみていきたい。

年の高齢化割合は全地域ブロック共通して都市的地域が低いが，最も高い北海道の2030
から最も低い南関東の まで約 ポイントの差がある。また，北陸，北関東，33.9% 26.2% 8

東海，近畿，四国の各平地農業地域では， ％台を維持している。一方，中山間地域，30
特に山間農業地域では，北陸，東山，南九州を除く各ブロックで を超えており，四50%
国で ％と最も高い。高齢化割合も人口推計結果と同様，地域ブロック間の差よりも55.8
農業地域類型間の差が大きい。地域ブロック内での地域類型を比較すると，ほぼすべての

（単位：％）

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

都 市 的

地     域

平　　  地

農業地域

中      間

農業地域

山      間

農業地域

全   国 28.0 35.5 39.8 46.4 33.1 40.0 44.2 51.9
北海道 33.9 37.4 39.8 45.6 40.8 42.3 45.4 52.6
東   北 30.7 37.7 41.6 46.5 35.8 42.2 47.0 52.0
北   陸 30.7 34.5 40.6 44.3 35.4 39.6 44.8 48.2
北関東 28.6 33.6 41.8 49.0 33.2 38.7 48.3 55.1
南関東 26.2 37.1 41.5 47.2 31.9 42.8 46.4 53.6
東   山 30.2 34.3 36.8 42.5 35.3 40.2 42.6 48.7
東   海 26.9 31.3 37.0 45.9 31.3 35.6 41.7 51.0
近   畿 28.8 34.4 38.1 47.0 34.1 39.4 43.3 54.0
山   陰 29.9 37.2 38.4 50.2 33.9 42.6 43.0 55.1
山   陽 28.6 37.3 40.0 47.8 32.2 41.1 44.3 52.3
四   国 31.6 35.6 43.7 50.3 36.4 39.8 49.3 55.8
北九州 29.1 37.0 40.6 49.4 33.5 41.0 43.9 54.8
南九州 30.5 39.6 39.5 43.7 35.1 42.9 41.7 48.2
沖   縄 24.5 31.2 28.8 31.4 29.6 32.7 31.1 38.9

資料：農村振興局のデータに基づき筆者が推計．

注.高齢化割合とは総人口に占める65歳以上人口の割合．

2030年 2050年

第1-18表　地域ブロック別農業地域類型別高齢化割合の推計結果
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地域ブロックで，都市的地域＜平地農業地域＜中間農業地域＜山間農業地域の順となって

いる。高齢化割合でも，地域ブロック間の違いよりも農業地域類型間の違いが大きいこと

がわかる。なお， 年の推計結果は， 年の結果とほぼ同様の結果を示すが，全地2050 2030
域で高齢化は一段と進行することが示されている。

以上のように，将来推計結果からみて，人口の変動や高齢化は，地域ブロック間の差よ

りも農業地域類型別の差が影響していることが確認できる。

６．おわりに

本章では，政策対象と考えられるようになった「複数集落単位」として旧市町村を分析

対象とし，農業地域類型別にみた現状や今後の動向をみた。

その結果，旧市町村の多くが「明治の大合併」による小学校区を範囲としたものである

。「 」 ，ことを明らかにした 明治の大合併 では合併基準として人口規模が示されていたため

農業地域類型別の平均集落数に差はなく，人口が減少している中山間地域でも 千人以1
上の規模を維持している旧市町村が多い。しかし， 年の人口動向をみると，人2000~10
口が増加している旧市町村は平地農業地域で約 割，中山間地域では 割にも満たず，2 1
農村地域の旧市町村のほとんどが人口減少に直面していることが示された。

年の動向が今後とも続いたと仮定した場合の農業地域類型別の人口を予測す2000~10
ると， 年後には全地域で人口減少が進むという結果が得られた。また，人口規模階級20
・高齢化割合で分類してみると，平地農業地域では，高齢化が進行するものの， 年2050
になってもある程度の人口を維持する旧市町村が多いのに対し，中山間地域では，人口規

模が非常に小さくなるとともに高齢者が過半を占める旧市町村が多数生じると推測され

た。

推計結果からも明らかのように，現状ではある程度の人口規模が維持されている中山間

， 。 ，地域の旧市町村でも 大幅な人口減とさらなる高齢化が進行すると見込まれる このため

地域の維持のためには，旧市町村に着目した，人口維持のための施策を講じることが必要

である。

， 。 ，今回の分析では 農村振興局の作成した旧市町村別の人口データのみを用いた しかし

旧市町村についてのより詳細な分析を行うためには，地域メッシュとして公開されている

国勢調査，経済センサス等も加える必要がある 。旧市町村が政策対象と考えられるよ( )16

うになる中で，多様な分析を行う際に必要な基礎的な統計を整理することが重要となって

いるのである。その際，従来の旧市町村区分で整理するだけでなく 「複数集落」として，

施策を実施し始めた地域では，現状に即した地域区分にすることも検討していく必要があ

る 。（ )17

注 「農村に関する施策 （食料・農業・農村政策審議会 企画部会（ 年 月 日）配布資料）から引用。(1) 2014 11 11」

年 月 日現在の市町村のことをいう。なお。旧市町村による地域区分は，統計だけでなく，山村振興(2) 1950 2 1
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法施行令（ 年）のように，法律でも規定されている。1965

このような照合作業のため，実態の人口と推計した人口には若干の乖離が生じる（ある市町村に属しているす(3)

べての旧市町村における推計人口の合計とその市町村の実際の人口には差が生じている 。本章では。集計値を）

用いた分析なので大きな問題とはならないが，個別の旧市町村について分析に利用するには問題がある。

農林水産省経済局統計情報部 農業地域類型からみた 年農林業センサス結果 農家 の概要 ( )421p09911991)4( （ ） 」）（「

から引用。

能美 は 「多くの分析者が同一の区分・類型化結果に従う条件として，その結果の利用にメリットが存(5) (2005) ，

在することがあげられる （ ）と指摘したうえで 「農業地域類型」を例示し 「近年，中山間地域農業の研，，」 p12

究が数多く行われており，その中では中山間地域を，農業地域類型にある中間農業地域と山間農業地域を合わ

せた地域として定義する場合が多くみられるが，これには農業地域類型の分類に従うことが各種統計資料を得

るうえで好都合なことが大きく関係している （ ）と述べている。」 p13

，，，(6) 2000 2005年時点の市町村範囲を基準とした市町村データは 集計項目は減っているものの 国勢調査では 年

年で公表されており，分析することが可能である。また，分類年は古くなかったが，市町村別の農業地域2010

類型が公表されている（市町村数が多いため，一部の市町村における農業地域類型の変更は結果にあまり影響

しない（松久 を参照 。(2013) ）

農家では，主婦や高齢者は農繁期に自家農業を手伝うことが多いため，労働力人口が高まることになる。(7)

現在のわが国の年齢別構成は， 年では「第 次ベビーブーム世代」である 歳前後の割合が高くなって0420102)8(

いる。この年齢層は出産する可能性が低いが，今回の対象年齢「 ～ 歳」に含まれるため，年齢別のウエ15 49

。。。イトを考慮した出生率よりも低下することになる このため 将来推計はやや低めの結果となる可能性が高い

横道 より引用。その後の横道からの引用はすべて同じ文献による。(9) (2007)

松沢 によると，町村合併に至るまでには紆余曲折があり，一部の町村では議員の配分問題により合併(10) (2013)

できなかった事例を紹介している。

現在も，組合立の小学校は存在する。その中には，愛媛県と高知県にまたがる組合立の小学校がある。(11)

庄司 は 「明治に入り「明治の大合併」までにかなりの町村合併がおこなわれている。例えば長野県は(12) (2003) ，

とくにこうした合併が多い。一方で新しくできた村もある。厳密にはこれらを勘案しなければならないが，大

まかにいって地理的な区域としては近世の行政村＝大字という関係にあった」と指摘している。

庄司 は 「農林業センサスによって農業集落がどのくらい大字の区域と一致するかを見てみると，①一(13) (2003) ，

致するというのは全国の農業集落の約 分の１， ％にすぎない。②他の農業集落と合わせると大字に一致す4 27

る，つまり一大字に２つ以上の農業集落が存在する場合が ％にものぼる。ただし，これには大きな地域差が58

71 65 6あり 北陸や近畿では①が ％ ％に達する 他方 東北や北関東 中国・四国・九州では②が一般的で，，，。，，

割を超える」と指摘している。

小野 では，１つの藩政村に 集落ある事例を紹介し 「地区の中心地として人口密集地区であったため5)2102()41( ，

に，小字単位で集落が成立したものと考えられる （ )と指摘している。」 p11

石川県で，最近，大学が移転し，人口が大幅に増加（特に 歳代）した旧村がある。この１つの旧村で北陸02)51(

の値が大きく変化するので，この旧村を除外した値を示した。

「複数集落」の範囲として，国勢調査の地域区分（ 町・丁・字統計 ）を用いて分析することも考えられる。(16) 「 」

しかし，調査年時の住居表示に基づく集計であるため，住居表示の変更により，接続することが簡単にはでき

ない地域が多数存在する。つまり，時系列で分析することが非常に困難なのである。

集落単位の地図データは公表されているので，実際にまとめられた「複数集落」に基づく統計を作成すること(17)

は可能である。

[引用文献・参考文献]
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地域ブロックで，都市的地域＜平地農業地域＜中間農業地域＜山間農業地域の順となって

いる。高齢化割合でも，地域ブロック間の違いよりも農業地域類型間の違いが大きいこと

がわかる。なお， 年の推計結果は， 年の結果とほぼ同様の結果を示すが，全地2050 2030
域で高齢化は一段と進行することが示されている。

以上のように，将来推計結果からみて，人口の変動や高齢化は，地域ブロック間の差よ

りも農業地域類型別の差が影響していることが確認できる。

６．おわりに

本章では，政策対象と考えられるようになった「複数集落単位」として旧市町村を分析

対象とし，農業地域類型別にみた現状や今後の動向をみた。

その結果，旧市町村の多くが「明治の大合併」による小学校区を範囲としたものである

。「 」 ，ことを明らかにした 明治の大合併 では合併基準として人口規模が示されていたため

農業地域類型別の平均集落数に差はなく，人口が減少している中山間地域でも 千人以1
上の規模を維持している旧市町村が多い。しかし， 年の人口動向をみると，人2000~10
口が増加している旧市町村は平地農業地域で約 割，中山間地域では 割にも満たず，2 1
農村地域の旧市町村のほとんどが人口減少に直面していることが示された。

年の動向が今後とも続いたと仮定した場合の農業地域類型別の人口を予測す2000~10
ると， 年後には全地域で人口減少が進むという結果が得られた。また，人口規模階級20
・高齢化割合で分類してみると，平地農業地域では，高齢化が進行するものの， 年2050
になってもある程度の人口を維持する旧市町村が多いのに対し，中山間地域では，人口規

模が非常に小さくなるとともに高齢者が過半を占める旧市町村が多数生じると推測され
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推計結果からも明らかのように，現状ではある程度の人口規模が維持されている中山間

， 。 ，地域の旧市町村でも 大幅な人口減とさらなる高齢化が進行すると見込まれる このため

地域の維持のためには，旧市町村に着目した，人口維持のための施策を講じることが必要

である。

， 。 ，今回の分析では 農村振興局の作成した旧市町村別の人口データのみを用いた しかし

旧市町村についてのより詳細な分析を行うためには，地域メッシュとして公開されている

国勢調査，経済センサス等も加える必要がある 。旧市町村が政策対象と考えられるよ( )16

うになる中で，多様な分析を行う際に必要な基礎的な統計を整理することが重要となって

いるのである。その際，従来の旧市町村区分で整理するだけでなく 「複数集落」として，

施策を実施し始めた地域では，現状に即した地域区分にすることも検討していく必要があ

る 。（ )17

注 「農村に関する施策 （食料・農業・農村政策審議会 企画部会（ 年 月 日）配布資料）から引用。(1) 2014 11 11」

年 月 日現在の市町村のことをいう。なお。旧市町村による地域区分は，統計だけでなく，山村振興(2) 1950 2 1
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法施行令（ 年）のように，法律でも規定されている。1965

このような照合作業のため，実態の人口と推計した人口には若干の乖離が生じる（ある市町村に属しているす(3)
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とくにこうした合併が多い。一方で新しくできた村もある。厳密にはこれらを勘案しなければならないが，大

まかにいって地理的な区域としては近世の行政村＝大字という関係にあった」と指摘している。

庄司 は 「農林業センサスによって農業集落がどのくらい大字の区域と一致するかを見てみると，①一(13) (2003) ，

致するというのは全国の農業集落の約 分の１， ％にすぎない。②他の農業集落と合わせると大字に一致す4 27

る，つまり一大字に２つ以上の農業集落が存在する場合が ％にものぼる。ただし，これには大きな地域差が58

71 65 6あり 北陸や近畿では①が ％ ％に達する 他方 東北や北関東 中国・四国・九州では②が一般的で，，，。，，

割を超える」と指摘している。

小野 では，１つの藩政村に 集落ある事例を紹介し 「地区の中心地として人口密集地区であったため5)2102()41( ，

に，小字単位で集落が成立したものと考えられる （ )と指摘している。」 p11

石川県で，最近，大学が移転し，人口が大幅に増加（特に 歳代）した旧村がある。この１つの旧村で北陸02)51(

の値が大きく変化するので，この旧村を除外した値を示した。

「複数集落」の範囲として，国勢調査の地域区分（ 町・丁・字統計 ）を用いて分析することも考えられる。(16) 「 」

しかし，調査年時の住居表示に基づく集計であるため，住居表示の変更により，接続することが簡単にはでき

ない地域が多数存在する。つまり，時系列で分析することが非常に困難なのである。

集落単位の地図データは公表されているので，実際にまとめられた「複数集落」に基づく統計を作成すること(17)

は可能である。
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第２章 人口減少下における農業集落の変容と将来展望
－－集落構造の動態分析と存続危惧集落の将来予測

橋 詰 登

【 要 旨 】

本章では，農業センサスの集落データを個票レベルで接続させ， 年から 年にかけての集1990 2010
落構造や集落活動の変化を動態統計分析から明らかにするとともに，小規模化や高齢化の進行によっ

て存続が危惧される集落の数等を地域別に予測し，人口減少のさらなる進行が農山村地域に及ぼす影

響と集落の維持・再生方策を中長期的な視点から検討した。分析結果は以下に要約される。

第１に，農業集落を構成する世帯数が 年を境に減少局面に入っており，集落の小規模化が2000
加速するとともに，集落人口の高齢化も進展していた。これら状況は，もともと小規模な集落が多い

，，，。山間農業地域で顕著に見られた また 集落の小規模化･高齢化によって 集落機能が低下しており

総戸数 戸以下，人口 人以下，高齢化率 ％以上の集落において，共同活動等の実施割合が急激4 9 50
に低下していることが確認された。

第２に，最も危惧されたていた無人化等による集落の消滅は， ～ 年の間ではまだごく1990 2010
僅かにすぎず，小規模化･高齢化が進みつつも，農山村の集落はなんとか維持されてきていることが

明らかとなった。

第３に，農業集落ごとに行った趨勢の予測からは 「存続危惧集落 （人口 人以下でかつ高齢化， 」 9
率 ％以上の集落）が現在の 千集落弱から 年には 万 千集落に増加すると見込まれ，山310502305
間農業地域では全集落の 分の 強が該当すると推計された。4 1

これら結果は，このまま何もしなければ，現在実施されている集落を単位とする様々な取組が，

近い将来多くの農業集落で継続できなくなり，少なくない数の集落が農山村地域から姿を消してしま

うことを示唆している。したがって，この流れに抗し，集落の再生を図っていくためには，①趨勢か

，，，ら脱して 新しい人の流れを作り出していくこと ②集落が持つ様々な共同機能をなくさないために

隣接する集落との連携等による新たな組織体制を早急に構築することが求められている。

そしてこれら対応は，小規模化・高齢化が本格的に進む前，すなわち今すぐに取りかかるべき喫緊

の課題と言える。

１．はじめに

農林業面での共同活動（農道，用排水路，農業機械・施設，共有林野わが国の農業集落は，

等の共同管理や共同利用，ゆい等と称される労働力の相互支援や生産物の共同出荷等）ばかり

団集会社な的礎基）（たっわかかく深もに面活生 等助扶互相るれさ徴象に祭葬婚冠，くなで

として存続してきた。そしてこのことが，農村におけるコミュニティの維持や地域資源の

管理に重要な役割を果たしてきた。

もで中の村農，年近しかし 都市部に先行する人口減少（過疎化）と高齢化の並進によって，

とりわけ生産・生活条件の厳しい中山間地域を中心に，農業集落の小規模化（集落内の戸
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